
全国市長会

120年のあゆみ
― こ の 20 年 を 中 心 に ―



2

地
方
分
権
の
推
進
に
関
す
る
決
議（
衆
参
両
院
）

【
地
方
六
団
体
】「
地
方
分
権
の
推
進
に
関
す
る
意
見
書
」提
出

地
方
分
権
推
進
法
成
立

地
方
分
権
推
進
委
員
会
発
足（
〜
平
成
13
年
７
月　

委
員
長
：
諸
井

）

　

平
成
８
年
12
月
第
一
次
勧
告
〜
平
成
10
年
11
月
第
五
次
勧
告

地
方
分
権
一
括
法
成
立（
平
成
12
年
４
月
１
日
施
行
）

地
方
分
権
推
進
委
員
会「
最
終
報
告
―
分
権
型
社
会
の
創
造
：
そ
の
道
筋
―
」

地
方
分
権
改
革
推
進
会
議
発
足（
〜
平
成
16
年
７
月　

議
長
：
西
室
泰
三
）

【
地
方
六
団
体
】「
国
庫
補
助
負
担
金
等
に
関
す
る
改
革
案
」

政
府
・
与
党
合
意「
三
位
一
体
改
革
に
つ
い
て
」

【
地
方
六
団
体
】「
国
庫
補
助
負
担
金
等
に
関
す
る
改
革
案（
二
）」

【
地
方
六
団
体
】「
地
方
分
権
の
推
進
に
関
す
る
意
見
書
」提
出

地
方
分
権
改
革
推
進
法
成
立

平成５年平成６年平成11年平成17年平成18年 平成16年 平成13年 平成７年
６月９月７月７月６月12月 ８月 ７月11月 ６月７月 ５月７月

地方分権推進委員会地方分権改革
推進会議

出
第１次
地方分権改革

第１次地方分権改革第第第第第第第第 次次地次地地次次次地地方分方分分方分権改権改権改権権改権 革革革革革革革革革
～国と地方　新たな関係の構築～

地方六団体　地方自治法に
基づく「意見書」提出 三位一体改革

○国庫補助負担金改革
○所得税から個人住民税への税
源移譲（３兆円）

○地方交付税改革

○地方六団体は12年ぶりに地方自治法
（第263条の３第２項）に基づき「意見
書」を内閣・国会へ提出（平成18年６
月７日）

○未完の改革をもう一度動かすために
「七つの提言」を内容とする「地方分権
の推進に関する意見書」を取りまとめ、
「経済財政運営と構造改革に関する基
本方針2006」への反映等を求めた

○機関委任事務制度の廃止とそれに伴う事務区分
の再構成

○国の関与等の見直し
○権限移譲の推進 (国→都道府県、都道府県→市
町村に移譲)

○地方に対する規制緩和（設置を義務付けている
必置規制の廃止・緩和を推進）

○国庫補助負担金の整理合理化と地方税財源の充
実確保

3

地
方
分
権
改
革
推
進
委
員
会
発
足（
〜
平
成
22
年
３
月　

委
員
長
：
丹
羽
宇
一
郎
）

　

平
成
20
年
５
月
第
一
次
勧
告
〜
平
成
21
年
11
月
第
四
次
勧
告

地
域
主
権
戦
略
会
議
発
足（
〜
平
成
25
年
３
月　

議
長
：
内
閣
総
理
大
臣
）

第
一
次
一
括
法
成
立

国
と
地
方
の
協
議
の
場
法
成
立

「
国
と
地
方
の
協
議
の
場
」（
一
回
目
）

第
二
次
一
括
法
成
立

地
方
分
権
改
革
推
進
本
部
発
足（
本
部
長
：
内
閣
総
理
大
臣
）

地
方
分
権
改
革
有
識
者
会
議
発
足（
座
長
：
神
野
直
彦
）

第
三
次
一
括
法
成
立

第
四
次
一
括
法
成
立

地
方
分
権
改
革
有
識
者
会
議「
地
方
分
権
改
革
の
総
括
と
展
望
」

第
五
次
一
括
法
成
立

第
六
次
一
括
法
成
立

第
七
次
一
括
法
成
立

平成19年平成23年平成28年 平成26年 平成21年平成22年平成25年平成27年平成29年
４月４月６月８月５月 ６月 ５月 11月３月３月４月６月６月４月

地方分権改革推進委員会地域主権戦略会議地方分権改革有識者会議

国と地方の協議の場 第２次地方分権改革第第第第第第第第第 次地次地次地地次地次 方分方分方分分方分方分方 権改権改権改権権改革革革革革革革
～具体的な改革の実現～

提案募集方式提提案提案提案提案提案募集募集集募集募集募集方式方式方式式方方方式式
～地方の提案に基づく改革の推進～

○個性を活かし自立した地方を
つくる
○委員会勧告方式に替えて、地
方の発意に根ざした新たな取
組みとして、個々の地方公共
団体等から提案を募集し、提
案の実現に向けて検討

○地方に対する規制緩和（義務付け・
枠付けの見直し等）

○国から地方への事務・権限の移譲
等

○都道府県から市町村への事務・権
限の移譲等

○国と地方の協議の場の法制化
○補助対象の財産処分の弾力化
○地方議会制度の見直し

○「国と地方の協議の場に関する法律」が成立（平成23
年4月28日）

○地方自治に影響を及ぼす国の政策の企画及び立案並
びに実施について、関係各大臣と地方六団体の代表
者が協議を行う

○出席者は、国側が内閣総理大臣、内閣官房長官、特
命担当大臣、総務大臣、財務大臣、内閣総理大臣が
指定する国務大臣。地方側が地方六団体代表（各１
人）

第２次
地方分権改革

提案募集方式の導入
（平成26年～）



120 年のあゆみ

5
420

年
の
あ
ゆ
み

◆
◆ 

全
国
市
長
会
の
主
な
出
来
事 

◆
◆
◆
◆

（
各
年
の
全
国
都
市
数
は
一
月
一
日
現
在
）

平
成
10
年（
一
九
九
八
）●
全
国
都
市
数 

六
七
〇
市

１
・
28 

 

理
事
・
評
議
員
合
同
会
議
／
「
医
療
保
険
制
度

の
抜
本
改
革
に
関
す
る
意
見
」
を
決
定

4
・
17 

 

地
方
自
治
確
立
対
策
協
議
会（*

）
が
「
経
済
対

策
に
関
す
る
緊
急
要
望
」
を
提
出

＊ 

「
地
方
自
治
確
立
対
策
協
議
会
」
＝
地
方
行
財
政
の
健

全
な
発
展
を
図
る
た
め
に
地
方
六
団
体
を
も
っ
て
組
織

６
・
3 

 

第
六
八
回
全
国
市
長
会
議
（
全
国
市
長
会
創
立

一
〇
〇
周
年
）
／
提
言
「
新
時
代
の
都
市
政
策
」

等
を
決
定
・「
新
時
代
の
都
市
政
策
」
を
テ
ー

マ
に
記
念
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム

6
・
30 

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
開
設

８
・
10 

 

地
方
自
治
確
立
対
策
協
議
会
が
「
税
制
改
正
に

関
す
る
緊
急
要
望
」
を
決
定

10
・
1 

 

理
事
会
／
「
税
制
改
正
に
関
す
る
緊
急
決
議
」

等
を
決
定

10
・
8 

 

地
方
自
治
確
立
対
策
協
議
会
が
「
税
制
改
正
問

題
緊
急
全
国
大
会
」
を
開
催

11
・
6 

 「
介
護
保
険
制
度
に
つ
い
て
（
意
見
）」
を
提
出

11
・
12 

 

理
事
・
評
議
員
合
同
会
議

12
・
3 

 

地
方
自
治
確
立
対
策
協
議
会
が
「
地
方
税
財
源

充
実
確
保
総
決
起
大
会
」
を
開
催

社
会
の
主
な
出
来
事

２
月 

郵
便
番
号
七
桁
制
実
施
／
長
野
冬
季
オ
リ
ン

ピ
ッ
ク
開
催

6
月 

中
央
省
庁
等
改
革
基
本
法
公
布
／
金
融
監
督
庁

設
置

7
月 

第
一
八
回
参
議
院
議
員
通
常
選
挙
／
小
渕
内
閣

成
立
／
大
館
能
代
空
港
、
佐
賀
空
港
開
港

10
月 

地
球
温
暖
化
対
策
の
推
進
に
関
す
る
法
律
公
布

11
月 

中
国
江
沢
民
国
家
主
席
が
来
日
。
日
中
首
脳
会

談
（
初
の
国
家
元
首
の
公
式
訪
日
）

平
成
11
年（
一
九
九
九
）●
全
国
都
市
数 

六
七
〇
市

１
・
27 

 

理
事
・
評
議
員
合
同
会
議
／
「
廃
棄
物
政
策
に

関
す
る
意
見
」
及
び
「
介
護
保
険
財
政
の
健
全

性
確
保
に
関
す
る
意
見
」
を
決
定

５
・
12 

 

本
会
、
全
国
町
村
会
及
び
国
民
健
康
保
険
中
央

会
が
「
医
療
保
険
制
度
の
抜
本
改
革
に
関
す
る

緊
急
意
見
」
を
提
出

６
・
9 

 

第
六
九
回
全
国
市
長
会
議

10
・
6 

 

理
事
会
／
「
介
護
保
険
制
度
に
関
す
る
意
見
」

等
を
決
定

10
・
15 

 

本
会
、
全
国
知
事
会
及
び
全
国
町
村
会
が
「
ペ

イ
オ
フ
解
禁
後
の
地
方
公
共
団
体
の
公
金
預
金

の
保
護
に
つ
い
て
」
を
提
出

10
・
27 

 

本
会
及
び
全
国
町
村
会
が
「
介
護
保
険
に
関
す

る
緊
急
意
見
」
を
提
出

11
・
11 

 

理
事
・
評
議
員
合
同
会
議

11
・
29 

 

地
方
自
治
確
立
対
策
協
議
会
が「
固
定
資
産
税
の

安
定
的
確
保
等
に
関
す
る
緊
急
要
望
」を
提
出

12
・
2 

 

地
方
自
治
確
立
対
策
協
議
会
が
「
地
方
財
政
危

機
突
破
総
決
起
大
会
」
を
開
催

12
・
9 

 

本
会
、
全
国
町
村
会
及
び
国
民
健
康
保
険
中
央

会
が
「
医
療
保
険
改
革
問
題
研
究
会
報
告
書
」

を
発
表

社
会
の
主
な
出
来
事

１
月 

欧
州
連
合
（
Ｅ
Ｕ
）
統
一
通
貨
ユ
ー
ロ
誕
生

2
月 

日
本
銀
行
ゼ
ロ
金
利
政
策

6
月 

男
女
共
同
参
画
社
会
基
本
法
公
布

7
月 

食
糧
・
農
業
・
農
村
基
本
法
公
布
（
新
農
業
基

本
法
：
戦
後
農
政
の
大
転
換
）

8
月 

国
旗
及
び
国
歌
に
関
す
る
法
公
布
／
改
正
住
民

基
本
台
帳
法
公
布
（
国
民
に
一
〇
桁
の
番
号
制
）

9
月 

 

茨
城
県
東
海
村
核
燃
料
工
場
で
国
内
初
の
臨
界

事
故

12
月 

山
形
新
幹
線
開
業
（
山
形
―
新
庄
間
）

平
成
五
年
（
一
九
九
三
）
の
衆
参
両
院
に
お
け
る
地
方
分
権

推
進
決
議
か
ら
七
年
。
同
一
二
年
四
月
一
日
の
地
方
分
権
一
括

法
の
施
行
に
よ
っ
て
、
分
権
史
は
大
き
な
一
歩
を
刻
ん
だ
。

そ
の
後
、
都
市
の
基
盤
整
備
の
み
な
ら
ず
少
子
高
齢
化
が
進

行
す
る
な
か
、市
民
生
活
に
密
着
し
た
対
人
サ
ー
ビ
ス
の
充
実
・

向
上
な
ど
が
求
め
ら
れ
る
よ
う
に
な
り
、
地
域
の
実
情
に
応
じ

た
政
策
展
開
が
本
格
化
し
た
。
こ
れ
に
伴
い
都
市
自
治
体
の
役

割
は
さ
ら
に
増
大
す
る
こ
と
と
な
っ
た
。
一
方
で
残
さ
れ
た
課

題
で
あ
る
自
主
税
財
源
の
確
保
を
め
ぐ
っ
て「
三
位
一
体
改
革
」

が
俎
上
に
上
る
こ
と
に
な
っ
た
。

分権型社会への移行と
恒常化する財源不足

第 6回日米市長交流会議 in 東京（平成 11年 11月 15日）

第 8次全国市長会代表日中友好訪問団／北京市
（平成 11年 9月）

地方税財源充実確保総決起大会（平成 10年 12月 3日）※ 2

『全国市長会百年史』刊行
（平成 11年 3月）

『100年のあゆみ』刊行
（平成10年6月）

全
国
市
長
会
は
平
成
三
〇
年
に
創
立
一
二
〇
周
年
を
迎
え
ま
す
。
こ
の
二
〇
年
は
特
に
地

方
分
権
改
革
が
大
き
く
進
展
し
た
画
期
的
な
時
期
で
し
た
。

ま
ず
、
平
成
一
〇
年
か
ら
平
成
二
九
年
ま
で
の
二
〇
年
間
の
あ
ゆ
み
を
地
方
分
権
改
革
の

流
れ
を
中
心
に
た
ど
る
こ
と
と
し
、
発
足
し
て
か
ら
一
〇
〇
年
ま
で
の
動
き
に
つ
い
て
は

ダ
イ
ジ
ェ
ス
ト
と
し
て
掲
載
し
て
い
ま
す
。

※
1　

創
立
一
〇
〇
周
年
記
念
第
六
八
回
全
国
市
長
会

議
を
開
催
。
決
議
の
ほ
か
「
新
時
代
の
都
市
政

策
」
等
を
決
定
す
る
と
と
も
に
、
記
念
シ
ン
ポ

ジ
ウ
ム
と
し
て
「
新
時
代
の
都
市
政
策
―
人
が

い
き
い
き
す
る
都
市
を
め
ざ
し
て
―
」
を
テ
ー

マ
に
パ
ネ
ル
デ
ィ
ス
カ
ッ
シ
ョ
ン
を
開
催
。

※
２　

地
方
自
治
確
立
対
策
協
議
会
は
、
国
の
経
済
対

策
と
し
て
新
た
に
恒
久
的
な
減
税
が
検
討
さ
れ

て
い
た
た
め
、
平
成
10
年
10
月
に
緊
急
全
国
大

会
を
開
き
、
経
済
対
策
は
国
の
責
任
と
負
担
で

実
施
し
、
逼
迫
し
た
地
方
財
政
の
実
情
に
配
慮

す
る
こ
と
を
求
め
た
。
ま
た
、
12
月
に
も
「
地

方
税
財
源
充
実
確
保
総
決
起
大
会
」
を
九
段
会

館
で
開
く
な
ど
、
機
会
あ
る
ご
と
に
要
請
を
実

施
。

平成 10・11年平成 10 11年

ここここここここのののののこここここここここのののののののののののののの ののののののののののののののののののの
ああああああゆゆゆゆゆみみみみみみあああああああああああああああああああゆゆゆゆゆゆゆゆゆゆゆゆゆゆゆゆゆみみみみみみみみみみみみみみみみみ平成10年～平成29年

全国市長会創立 100周年記念シンポジウム
（平成 10年 6月 3日）※ 1

全国市長会創立 100周年記念　第 68回全国市長会議（平成 10年 6月 3日）



こここのこのののこのこのこのこのののののののの 年年年年年年年年年ののののののののののののののの
あゆあゆあゆあゆみみみみあゆあゆあゆあゆあゆあゆあゆあゆあゆあゆあゆあゆああ みみみみみみみみみみみみ平成10年～平成29年

◆
◆ 

全
国
市
長
会
の
主
な
出
来
事 

◆
◆
◆
◆

平
成
12
年（
二
〇
〇
〇
）●
全
国
都
市
数 

六
七
一
市

１
・
26 

 

理
事
・
評
議
員
合
同
会
議
／
「
地
方
分
権
の
推

進
に
関
す
る
決
議
」、「
医
療
保
険
制
度
の
抜
本

改
革
に
関
す
る
決
議
」
及
び
「
二
〇
〇
八
年
第

二
九
回
オ
リ
ン
ピ
ッ
ク
競
技
大
会
の
大
阪
招
致

に
関
す
る
決
議
」
を
決
定

２
・
14 

 

地
方
自
治
確
立
対
策
協
議
会
が
「
地
方
分
権
推

進
体
制
の
維
持
に
関
す
る
緊
急
要
望
」
を
決
定

4
・
27 

 「
有
珠
山
噴
火
災
害
対
策
に
関
す
る
緊
急
要
望
」

を
提
出

6
・
7 

 

第
七
〇
回
全
国
市
長
会
議
／
「
全
国
市
長
会
会

則
の
一
部
改
正
」（
政
策
審
議
の
体
制
整
備
の

た
め
の
委
員
会
設
置
等
）
等
を
決
定

10
・
4 

 

理
事
会
／
「
二
一
世
紀
を
支
え
る
青
少
年
の
育

成
に
関
す
る
緊
急
意
見
」
を
決
定

11
・
2 

 

地
方
自
治
確
立
対
策
協
議
会
が
「
ゴ
ル
フ
場
利

用
税
の
存
続
・
堅
持
に
関
す
る
緊
急
要
望
」
等

を
提
出

11
・
9 

 

理
事
・
評
議
員
合
同
会
議

11
・
22 

 

地
方
自
治
確
立
対
策
協
議
会
が
「
地
方
税
財
源

拡
充
強
化
全
国
大
会
」
を
開
催

社
会
の
主
な
出
来
事

3
月 

北
海
道
有
珠
山
噴
火

4
月 

地
方
分
権
一
括
法
施
行
／
介
護
保
険
制
度
が
ス

タ
ー
ト
／
第
一
次
森
内
閣
成
立

５
月 

ロ
シ
ア
大
統
領
に
プ
ー
チ
ン
氏
就
任

７
月 

第
二
次
森
内
閣
成
立
／
金
融
庁
設
置
／
日
銀
、

新
二
千
円
札
発
行
／
九
州
・
沖
縄
サ
ミ
ッ
ト
開

催

12
月 

「
行
政
改
革
大
綱
」（
閣
議
決
定
）
／
Ｉ
Ｔ
基
本

法
公
布

平
成
13
年（
二
〇
〇
一
）●
全
国
都
市
数 

六
七
一
市

2
・
19 

 「
学
校
教
育
と
地
域
社
会
の
連
携
強
化
に
関
す

る
意
見
」
を
提
出

３
・
19 

 
本
会
、
全
国
知
事
会
及
び
全
国
町
村
会
が
「
公

務
員
制
度
改
革
の
検
討
に
関
す
る
意
見
」
を
提

出

3
・
22 

 「
自
動
車
の
リ
サ
イ
ク
ル
シ
ス
テ
ム
に
関
す
る

意
見
」
を
提
出

5
・
16 

 

地
方
自
治
確
立
対
策
協
議
会
が
「
地
方
分
権
推

進
体
制
の
維
持
に
関
す
る
緊
急
要
望
」
を
提
出

６
・
7 

 

第
七
一
回
全
国
市
長
会
議
／
「
全
国
市
長
会
会

則
の
一
部
改
正
」（
特
別
区
の
区
長
が
本
会
に

加
入
）
等
を
決
定

９
・
12 

 

地
方
自
治
確
立
対
策
協
議
会
が
「
地
方
税
財
源

充
実
確
保
緊
急
全
国
大
会
」
を
開
催

9
・
26 

 

本
会
、
全
国
町
村
会
及
び
国
民
健
康
保
険
中
央

会
は
「
医
療
制
度
改
革
試
案
に
対
す
る
意
見
」

を
発
表

10
・
10 

 「
牛
海
綿
状
脳
症
（
い
わ
ゆ
る
狂
牛
病
）
に
関

す
る
緊
急
要
望
」
を
提
出

11
・
15 

 

理
事
・
評
議
員
合
同
会
議

11
・
21 

 

地
方
自
治
確
立
対
策
協
議
会
が
「
地
方
税
財
源

充
実
確
保
全
国
大
会
」
を
開
催

社
会
の
主
な
出
来
事

1
月 

中
央
省
庁
再
編
（
一
府
一
二
省
庁
体
制
）
が
ス

タ
ー
ト
／
米
大
統
領
に
Ｇ
・
Ｗ
・
ブ
ッ
シ
ュ
氏

就
任

4
月 

家
電
リ
サ
イ
ク
ル
法
施
行
／
第
一
次
小
泉
内
閣

成
立

8
月 

「
市
町
村
合
併
支
援
プ
ラ
ン
」
策
定
（
市
町
村
合

併
支
援
本
部
決
定
）

9
月 

国
内
に
お
い
て
初
の
狂
牛
病
感
染
牛
を
確
認
／

米
国
ニ
ュ
ー
ヨ
ー
ク
な
ど
で
同
時
多
発
テ
ロ

10
月 

米
国
等
が
ア
フ
ガ
ニ
ス
タ
ン
に
空
爆
・
地
上
作

戦
開
始

11
月 

テ
ロ
対
策
特
別
措
置
法
公
布

安倍官房副長官に決議
について要請する正副会長等
（平成 13年 11月 15日）

理事会「教育改革について」町村文部科学大臣講演
（平成 13年 4月 4日）

理事会「当面する地方行財政の諸課題」片山虎之助総務大臣講演
（平成 13年 10月 3日）

地方税財源充実確保緊急全国大会（平成 13年 9月 12日）※ 3地方税財源充実確保全国大会（平成 13年 11月 21日）

第９次全国市長会代表日中友好訪問団／西安市（平成 13年 10月）

※
1　

小
渕
首
相
と
市
町
村
長
と
の
懇
談
会
に
本
会
か

ら
赤
崎
会
長
は
じ
め
副
会
長
が
出
席
し
、
介
護

保
険
制
度
の
残
さ
れ
た
課
題
や
地
方
税
財
源
対

策
等
に
つ
い
て
意
見
交
換
。

※
２　

第
七
一
回
全
国
市
長
会
議
に
お
い
て
会
則
改
正

を
行
い
、
地
方
自
治
法
の
改
正
に
よ
り
「
基
礎

的
な
地
方
公
共
団
体
」
と
位
置
付
け
ら
れ
た
東

京
都
の
特
別
区
が
本
会
に
加
入
。
特
別
区
が
加

入
し
た
こ
と
で
、
本
会
の
構
成
団
体
は
六
九
三

団
体
と
な
り
、
全
国
人
口
の
約
八
割
を
占
め
た
。

※
３　

地
方
自
治
確
立
対
策
協
議
会
は
、
地
方
の
危
機

的
な
財
政
状
況
が
続
い
て
い
た
た
め
、
地
方
税

財
源
の
拡
充
強
化
等
を
求
め
、
全
国
大
会
を
適

宜
開
催
。
平
成
13
年
9
月
12
日
に
東
京
国
際

フ
ォ
ー
ラ
ム
で
開
催
し
た
緊
急
全
国
大
会
で
は

「
ア
メ
リ
カ
合
衆
国
に
お
け
る
同
時
多
発
テ
ロ

事
件
に
関
す
る
共
同
声
明
」
を
あ
わ
せ
て
採
決
。

小渕首相と市町村長との懇談会（平成 12年 2月 25日）※ 1

第 62回全国都市問題会議／長野市
（平成 12年 10月 26日・27日）

第 71回全国市長会議　特別区が加入（平成 13年 6月 7日）※２

平成 12・13年

120 年のあゆみ

7
620

年
の
あ
ゆ
み
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◆
◆ 

全
国
市
長
会
の
主
な
出
来
事 

◆
◆
◆
◆

平
成
14
年（
二
〇
〇
二
）

●
全
国
都
市
数 

六
九
四
市
（
六
七
一
市 

二
三
特
別
区
）

１
・
28 

 「
医
療
保
険
制
度
改
革
に
関
す
る
意
見
」
を
提
出

５
・
13 

「
介
護
報
酬
に
関
す
る
意
見
」
を
提
出

６
・
6 

 

第
七
二
回
全
国
市
長
会
議

7
・
18 

 「
住
民
基
本
台
帳
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
シ
ス
テ
ム
の

施
行
に
関
す
る
緊
急
要
望
」
を
提
出

10
・
31 

 「
市
町
村
合
併
に
関
す
る
緊
急
要
望
」
を
提
出

11
・
6 

 

地
方
六
団
体
が
「
国
庫
補
助
負
担
金
の
廃
止
・

縮
減
に
関
す
る
緊
急
要
望
」
を
提
出

11
・
14 

 

理
事
・
評
議
員
合
同
会
議

11
・
21 

 

地
方
自
治
確
立
対
策
協
議
会
が
「
地
方
税
財
源

充
実
確
保
全
国
大
会
」
を
開
催

12
・
5 

 

地
方
自
治
確
立
対
策
協
議
会
が
「
地
方
税
制
改

正
に
関
す
る
緊
急
集
会
」
を
開
催

12
・
18 

 「
今
後
の
高
速
自
動
車
国
道
等
の
整
備
促
進
に

関
す
る
緊
急
要
望
」
を
提
出

12
・
19 

 

本
会
、
全
国
町
村
会
及
び
国
民
健
康
保
険
中
央

会
が
厚
生
労
働
省
試
案
（「
医
療
保
険
制
度
の

体
系
の
在
り
方
」）
に
つ
い
て
意
見
表
明

社
会
の
主
な
出
来
事

1
月 

ヨ
ー
ロ
ッ
パ
単
一
通
貨
「
ユ
ー
ロ
」
が
流
通
開

始

4
月　

完
全
学
校
週
五
日
制
実
施

5
月　

日
本
経
済
団
体
連
合
会
が
発
足
／
日
韓
Ｗ
杯
開

催

6
月　
「
経
済
財
政
運
営
と
構
造
改
革
に
関
す
る
基
本
方

針
二
〇
〇
二
」（
閣
議
決
定
）〈
三
位
一
体
改
革

を
進
め
る
こ
と
を
決
定
〉

9
月　

小
泉
首
相
が
訪
朝
、
日
朝
平
壌
宣
言
調
印

12
月　

東
北
新
幹
線
開
業
（
盛
岡
―
八
戸
間
）

平
成
15
年（
二
〇
〇
三
）

●
全
国
都
市
数 

六
九
八
市
（
六
七
五
市 

二
三
特
別
区
）

４
・
9 

 「
税
源
移
譲
を
中
心
と
し
た
都
市
財
政
基
盤
の

確
立
に
関
す
る
提
言
」
を
決
定

4
・
9 

 「
地
方
自
治
の
将
来
像
に
つ
い
て
の
提
言
」
を

決
定

５
・
23 

 「
税
源
移
譲
を
基
軸
と
し
た
三
位
一
体
改
革
の

推
進
を
求
め
る
緊
急
ア
ピ
ー
ル
」
を
提
出

６
・
12 

 

第
七
三
回
全
国
市
長
会
議

6
・
16 

 「
税
源
移
譲
を
基
軸
と
し
た
三
位
一
体
改
革
に

つ
い
て
の
緊
急
要
請
」
を
提
出

７
・
9 

 

理
事
・
評
議
員
合
同
会
議
／
「
三
位
一
体
の
改

革
に
関
す
る
緊
急
決
議
」
を
決
定

10
・
1 

 

理
事
会
／
「
介
護
保
険
制
度
の
基
本
的
見
直
し

に
関
す
る
意
見
」
等
を
決
定

10
・
23 

 「
税
源
移
譲
と
国
庫
補
助
負
担
金
の
廃
止
・
縮

減
に
関
す
る
緊
急
提
言
」
を
決
定

11
・
4 

「
地
方
交
付
税
制
度
に
関
す
る
提
言
」
を
決
定

11
・
13 

 

理
事
・
評
議
員
合
同
会
議

11
・
19 

 

地
方
自
治
確
立
対
策
協
議
会
が
「
地
方
税
財
政

基
盤
確
立
全
国
大
会
」
を
開
催

11
・
28 

 

本
会
及
び
全
国
知
事
会
が
「
生
活
保
護
費
負
担

金
及
び
児
童
扶
養
手
当
給
付
費
負
担
金
に
関
す

る
緊
急
意
見
」
を
提
出

社
会
の
主
な
出
来
事

3
月　

イ
ラ
ク
戦
争
勃
発

4
月　

構
造
改
革
特
区
制
度
開
始

6
月　

有
事
関
連
三
法
公
布
／
「
経
済
財
政
運
営
と
構

造
改
革
に
関
す
る
基
本
方
針
二
〇
〇
三
」（
閣
議

決
定
）〈
四
兆
円
の
補
助
金
改
革
を
行
う
こ
と
を

決
定
〉

7
月　

地
方
独
立
行
政
法
人
法
公
布

8
月　

住
民
基
本
台
帳
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
シ
ス
テ
ム
本
格

稼
働

9
月　

十
勝
沖
地
震
（
Ｍ
8
・
0
）
発
生

11
月　

第
二
次
小
泉
内
閣
成
立

※
1　

小
泉
首
相
、
片
山
（
虎
）
総
務
大
臣
の
ご
臨
席

の
も
と
、
第
七
三
回
全
国
市
長
会
議
を
開
催
。

三
位
一
体
改
革
が
正
念
場
を
迎
え
て
い
た
た

め
、
出
席
市
長
は
、「
税
源
移
譲
の
早
期
実
現
」

「
交
付
税
に
よ
る
財
源
保
障
の
堅
持
」「
補
助
金

の
負
担
転
嫁
反
対
」
の
タ
ス
キ
を
着
用
し
、
総

力
を
結
集
し
て
実
現
を
求
め
た
。

※
２　
「
都
市
は
い
か
に
し
て
こ
の
危
機
を
克
服
す
る

か
」
を
テ
ー
マ
に
、
パ
ネ
ル
デ
ィ
ス
カ
ッ
シ
ョ

ン
を
開
催
。
最
後
に
「
三
位
一
体
改
革
の
早
期

具
体
化
ア
ピ
ー
ル
」
を
採
択
。
同
内
容
を
日
本

経
済
新
聞
（
平
成
15
年
10
月
24
日
朝
刊
）
に
掲

載
。

※
３ 

平
成
15
年
に
は
、
国
に
お
け
る
三
位
一
体
改
革

の
動
き
を
受
け
、
都
市
自
治
体
の
立
場
か
ら
国

等
に
対
し
具
体
的
な
提
案
を
す
べ
く
、
税
源
移

譲
（
4
月
）、
国
庫
補
助
負
担
金
の
廃
止
・
縮
減

（
10
月
）
及
び
地
方
交
付
税
制
度
（
11
月
）
に
つ

い
て
、
三
回
に
わ
た
り
提
言
を
発
表
。

高速道路ネットワーク実現全国大会
（平成 14年 10月 30日）

第 72回全国市長会議後、小泉首相に決議について要請する正副会長
（平成 14年 6月 6日）

第 73回全国市長会議（平成 15年 6月 12日）※ 1

第 8回日米市長交流会議 in ワシントンＤＣ
（平成 15年 5月）

平成 14・15年

パネルディスカッション（平成 15年 10月 1日）※２

パネルディスカッション　日本経済新聞掲載（平成 15年 10月 24日）

三位一体改革に関する提言（平成 15年）※ 3

120 年のあゆみ

9
820

年
の
あ
ゆ
み
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◆
◆ 

全
国
市
長
会
の
主
な
出
来
事 

◆
◆
◆
◆

平
成
16
年
（
二
〇
〇
四
）

●
全
国
都
市
数 

七
〇
二
市
（
六
七
九
市 

二
三
特
別
区
）

２
・
23 

 「
三
位
一
体
改
革
に
関
す
る
緊
急
要
望
」
を
提
出

４
・
14 

 

理
事
会
／
「
真
の
三
位
一
体
改
革
の
推
進
に
関

す
る
緊
急
決
議
」
及
び
「
介
護
保
険
制
度
の
基

本
的
見
直
し
に
関
す
る
意
見
」
を
決
定

5
・
24 

 「
真
の
三
位
一
体
改
革
の
推
進
に
関
す
る
提
言

―
地
方
交
付
税
改
革
を
中
心
と
し
て
―
」
を
発
表

5
・
25 

 

地
方
自
治
確
立
対
策
協
議
会
が
「
地
方
財
政
危

機
突
破
総
決
起
大
会
」
を
開
催

６
・
9 

 

第
七
四
回
全
国
市
長
会
議

8
・
5 

 「『
平
成
一
六
年
七
月
新
潟
・
福
島
豪
雨
』
及

び
『
平
成
一
六
年
七
月
福
井
豪
雨
』
に
よ
る
災

害
復
旧
に
関
す
る
緊
急
要
望
」
を
決
定

８
・
24 

 

地
方
六
団
体
が
「
国
庫
補
助
負
担
金
等
に
関
す

る
改
革
案
」
を
小
泉
首
相
に
提
出

9
・
30 

 

理
事
会
／
「
三
位
一
体
改
革
に
関
す
る
地
方
改

革
案
の
早
期
実
現
を
求
め
る
緊
急
決
議
」
を
決

定

10
・
27 

 「
平
成
一
六
年
新
潟
県
中
越
地
震
災
害
対
策
に

関
す
る
緊
急
要
望
」
を
提
出

11
・
11 

 

理
事
・
評
議
員
合
同
会
議

11
・
17 

 

地
方
自
治
確
立
対
策
協
議
会
が
「
地
方
分
権
推

進
総
決
起
大
会
」
を
開
催

社
会
の
主
な
出
来
事

2
月 

イ
ラ
ク
へ
の
人
道
支
援
に
自
衛
隊
本
隊
出
発

3
月 

九
州
新
幹
線
開
業(

新
八
代
―
鹿
児
島
中
央
間
）

5
月 

合
併
三
法
公
布

6
月 

「
経
済
財
政
運
営
と
構
造
改
革
に
関
す
る
基
本
方

針
二
〇
〇
四
」（
閣
議
決
定
）〈
三
兆
円
の
税
源

移
譲
を
目
指
し
、
地
方
に
改
革
案
の
取
り
ま
と

め
を
要
請
〉
／
国
民
保
護
法
公
布

10
月 

新
潟
県
中
越
地
震
（
Ｍ
６
・
8
）
発
生

11
月 

三
位
一
体
改
革
に
つ
い
て
政
府
・
与
党
合
意

12
月 

ス
マ
ト
ラ
島
沖
地
震
（
Ｍ
9
・
0
）
発
生

平
成
17
年
（
二
〇
〇
五
）

●
全
国
都
市
数 

七
三
五
市
（
七
一
二
市 

二
三
特
別
区
）

１
・
28 

 
地
方
分
権
推
進
連
盟
総
会
（
第
一
回
）
を
開
催

４
・
13 

 
理
事
会
／
「
真
の
三
位
一
体
改
革
の
早
期
実
現

に
関
す
る
決
議
」
及
び
「
医
療
保
険
制
度
改
革

に
関
す
る
意
見
書
」
を
決
定

６
・
1 

 

地
方
自
治
確
立
対
策
協
議
会
と
地
方
分
権
推
進
連

盟
の
共
催
で「『
分
権
改
革
日
本
』全
国
大
会
」
を

開
催

6
・
6 

 「
分
権
時
代
の
都
市
自
治
の
あ
り
方
に
つ
い
て
」

を
決
定

6
・
8 

 

第
七
五
回
全
国
市
長
会
議
／
提
言
「
都
市
と
環

境
」
等
を
決
定

７
・
20 

 

地
方
六
団
体
が
「
国
庫
補
助
負
担
金
等
に
関
す

る
改
革
案
（
二
）」
を
小
泉
首
相
に
提
出

９
・
26 

 「
生
活
保
護
費
等
に
係
る
国
庫
負
担
割
合
の
引

下
げ
に
反
対
す
る
緊
急
要
望
」
を
決
定

9
・
27 

 「
義
務
教
育
に
お
け
る
地
方
分
権
の
推
進
に
関

す
る
基
本
的
考
え
方
（
提
言
）」
を
提
出

11
・
10 

 

理
事
・
評
議
員
合
同
会
議

11
・
14 

 

地
方
自
治
確
立
対
策
協
議
会
と
地
方
分
権
推
進

連
盟
の
共
催
で「
地
方
分
権
改
革
総
決
起
大
会
」

を
開
催

11
・
25 

 「
後
期
高
齢
者
医
療
制
度
に
関
す
る
意
見
」を
提
出

社
会
の
主
な
出
来
事

2
月 

地
球
温
暖
化
防
止
の
た
め
の
京
都
議
定
書
発
効

／
中
部
国
際
空
港
開
港

3
月 

愛
知
万
博
開
催

4
月 

ペ
イ
オ
フ
が
全
面
解
禁
／
個
人
情
報
保
護
法
全

面
施
行

７
月　

厚
生
労
働
省
、
ア
ス
ベ
ス
ト
を
平
成
二
〇
年
ま

で
に
全
面
禁
止
す
る
こ
と
を
決
定

9
月 

第
四
四
回
衆
議
院
議
員
総
選
挙
／
第
三
次
小
泉

内
閣
成
立

10
月 

日
本
道
路
公
団
が
分
割
民
営
化
／
郵
政
民
営
化

法
公
布

11
月 

三
位
一
体
改
革
に
つ
い
て
政
府
・
与
党
合
意
〈
国

か
ら
地
方
へ
の
三
兆
円
の
税
源
移
譲
が
実
現
〉

地方分権推進連盟第１回総会（平成 17年 1月 28日）

平成 16・17年

地方分権推進総決起大会 (平成 16年 11月 17日 )
9,000 名を超える参加者全員でガンバローコールを実施 ※ 4

右：提言「都市と環境―美しい日本、持続可能
な社会をめざして―」
左：先進事例をまとめた「ケーススタディ 100」
（平成 17年 6月）

※
1　

三
位
一
体
改
革
で
は
国
庫
補
助
負
担
金
の
削
減

の
み
が
優
先
さ
れ
、
税
源
移
譲
が
不
十
分
な
ま

ま
地
方
交
付
税
が
大
幅
削
減
さ
れ
て
い
た
。
そ

の
た
め
、
地
方
六
団
体
の
総
力
を
結
集
し
て
総

決
起
大
会
を
日
本
武
道
館
で
開
催
。

※
２ 

地
方
六
団
体
は
、
政
府
の
要
請
に
応
え
三・
二
兆

円
の
国
庫
補
助
負
担
金
を
廃
止
し
、
三
兆
円
の
税

源
移
譲
を
実
施
す
る
と
し
た
「
国
庫
補
助
負
担
金

等
に
関
す
る
改
革
案
」
を
小
泉
首
相
へ
提
出
。

 
 

ま
た
、
平
成
17
年
7
月
に
も
前
年
の
政
府
・

与
党
合
意
で
先
送
り
さ
れ
た
税
源
移
譲
額

六
〇
〇
〇
億
円
に
結
び
つ
く
「
国
庫
補
助
負
担

金
等
に
関
す
る
改
革
案
（
二
）」
を
提
出
。

※
３　

地
方
六
団
体
が
同
改
革
案
を
提
出
す
る
際
の
前

提
条
件
と
し
て
示
し
た
「
国
と
地
方
の
協
議
の

場
」
が
開
催
さ
れ
、
本
会
か
ら
は
山
出
会
長
が

出
席
。

※
4 

 

三
位
一
体
改
革
の
全
体
像
の
策
定
を
控
え
た
政

府
に
対
し
、
平
成
16
年
11
月
に
総
決
起
大
会
を

日
本
武
道
館
で
開
催
し
、
地
方
改
革
案
を
確
実

に
反
映
さ
せ
る
こ
と
を
強
く
求
め
た
。
ま
た
、

そ
の
実
現
の
た
め
政
治
的
活
動
が
不
可
欠
で
あ

る
こ
と
か
ら
国
会
議
員
を
顧
問
と
す
る
「
地
方

分
権
推
進
連
盟
」
を
設
立
。

小泉首相に「国庫補助負担金等に関する改革案」を提出
（平成 16年 8月 24日）※ 2

地方財政危機突破総決起大会
（平成 16年 5月 25日）※ 1

国と地方の協議の場（法制化前）
（平成 16年 9月 14日）※ 3

全国市長会代表日中市長交流 30周年記念訪中団
／北京市（平成 16年 4月）

120 年のあゆみ

11
1020

年
の
あ
ゆ
み



12

◆
◆ 

全
国
市
長
会
の
主
な
出
来
事 

◆
◆
◆
◆

平
成
18
年（
二
〇
〇
六
）

●
全
国
都
市
数　

七
八
四
市
（
七
六
一
市 

二
三
特
別
区
）

１
・
17 

 

地
方
六
団
体
が
「
豪
雪
災
害
に
関
す
る
緊
急
提

言
」
を
提
出

４
・
13 

 

地
方
六
団
体
が
「
政
策
金
融
改
革
に
関
す
る
緊

急
意
見
」
を
提
出

５
・
31 

 

地
方
自
治
確
立
対
策
協
議
会
と
地
方
分
権
推
進

連
盟
の
共
催
で
「
地
方
自
治
危
機
突
破
総
決
起

大
会
」
を
開
催

６
・
7 

 

第
七
六
回
全
国
市
長
会
議

6
・
7 

 

地
方
六
団
体
が
「
地
方
分
権
の
推
進
に
関
す
る

意
見
書
」
を
内
閣
及
び
国
会
に
提
出

6
・
30 

 

本
会
及
び
全
国
町
村
会
が
「
教
育
委
員
会
制
度

の
選
択
制
の
導
入
に
関
す
る
要
望
」
を
提
出

9
・
15 

 

地
方
六
団
体
が
「
地
方
分
権
改
革
推
進
法
」
骨

子
案
を
提
示

11
・
16 

 

理
事
・
評
議
員
合
同
会
議
／
「
医
師
の
確
保
対

策
に
関
す
る
緊
急
要
望
」
及
び
「
生
活
保
護
制

度
改
革
に
関
す
る
意
見
」
等
を
決
定

11
・
27 

 

地
方
自
治
確
立
対
策
協
議
会
と
地
方
分
権
推
進

連
盟
の
共
催
で
「『
地
方
分
権
改
革
推
進
』
全

国
大
会
」
を
開
催

社
会
の
主
な
出
来
事

2
月　

神
戸
空
港
開
港

3
月　

平
成
一
八
年
豪
雪
、
各
地
で
最
大
積
雪
を
記
録

6
月　

自
殺
対
策
基
本
法
公
布

7
月　

日
本
銀
行
、
ゼ
ロ
金
利
解
除

9
月 

第
一
次
安
倍
内
閣
成
立

12
月　

地
方
分
権
改
革
推
進
法
公
布
／
観
光
立
国
推
進

基
本
法
公
布
／
教
育
基
本
法
公
布

平
成
19
年（
二
〇
〇
七
）

●
全
国
都
市
数　

八
〇
三
市
（
七
八
〇
市 

二
三
特
別
区
）

2
・
14 

 「
教
育
に
お
け
る
地
方
分
権
の
推
進
に
関
す
る

提
案
」
を
発
表

３
・
29 

 「
平
成
一
九
年
能
登
半
島
地
震
災
害
に
関
す
る

緊
急
要
望
」
を
提
出

5
・
23 

 

地
方
六
団
体
が
「
地
方
分
権
改
革
推
進
委
員
会

が
取
り
ま
と
め
る
『
基
本
的
考
え
方
』
に
盛
り

込
む
べ
き
事
項
」
を
提
出

６
・
5 

 

地
方
自
治
確
立
対
策
協
議
会
と
地
方
分
権
推
進

連
盟
の
共
催
で
「『
地
方
分
権
改
革
推
進
』
全

国
大
会
」
を
開
催

6
・
6 

 

第
七
七
回
全
国
市
長
会
議

7
・
31 

 「
平
成
一
九
年
新
潟
県
中
越
沖
地
震
災
害
に
関

す
る
緊
急
要
望
」
を
提
出

10
・
3 

 「
第
二
期
地
方
分
権
改
革
に
関
す
る
提
言
」
及

び「
支
障
事
例
を
踏
ま
え
た
主
な
改
革
の
方
向
」

を
決
定

11
・
15 

 

理
事
・
評
議
員
合
同
会
議

11
・
19 

 

地
方
自
治
確
立
対
策
協
議
会
と
地
方
分
権
推
進

連
盟
の
共
催
で
「『
地
方
分
権
改
革
推
進
』
全

国
大
会
」
を
開
催

社
会
の
主
な
出
来
事

１
月 

防
衛
省
発
足

2
月　

社
会
保
険
庁
の
年
金
記
録
問
題
発
生

3
月　

能
登
半
島
地
震
（
Ｍ
６
・
9
）
発
生

4
月　

全
国
一
斉
学
力
テ
ス
ト
実
施

5
月　

憲
法
改
正
の
手
続
き
を
定
め
た
国
民
投
票
法
公

布 

7
月　

新
潟
県
中
越
沖
地
震
（
Ｍ
６
・
8
）
発
生
／
第

二
一
回
参
議
院
議
員
通
常
選
挙
〈
民
主
党
が
参

院
第
一
党
に
。
ね
じ
れ
国
会
〉

9
月　

福
田
内
閣
成
立

10
月　

日
本
郵
政
株
式
会
社
（
ほ
か
四
社
）
ス
タ
ー
ト

地方六団体が税源移譲に対する納税者への理解促進の
ため駅及び車内広告を全国的に展開（平成 19年 5月）「地方分権改革推進」全国大会（平成 19年 11月 19日）

「全国ごみ不法投棄監視ウィーク」推進フォーラム（平成 19年 6月 5日）※ 4

安倍首相と市町村長との頑張る地方応援懇談会
（平成 19年 1月 16日）

地方分権改革推進本部発足（平成 19年 1月 16日）※３※
1　

地
方
六
団
体
は
新
地
方
分
権
構
想
検
討
委
員
会

に
よ
る
「
分
権
型
社
会
の
ビ
ジ
ョ
ン
に
関
す
る

七
つ
の
提
言
」
を
踏
ま
え
、
新
地
方
分
権
推
進

法
の
制
定
、
地
方
行
財
政
会
議
の
設
置
及
び
地

方
税
財
政
改
革
の
具
体
的
方
策
等
を
盛
り
込
ん

だ
「
地
方
分
権
の
推
進
に
関
す
る
意
見
書
」
を

平
成
18
年
6
月
に
決
定
。
地
方
自
治
法
に
基
づ

く
意
見
提
出
権
を
一
二
年
ぶ
り
に
行
使
し
、
内

閣
及
び
国
会
へ
提
出
。
地
方
分
権
改
革
に
向
け

た
重
大
な
決
意
を
示
す
と
と
も
に
、
そ
の
実
現

を
強
く
求
め
た
。

※
２　

同
意
見
に
対
す
る
内
閣
か
ら
の
回
答
書
が
７
月

21
日
、
地
方
六
団
体
代
表
者
に
手
交
。

※
３　

地
方
六
団
体
は
、
地
方
分
権
改
革
推
進
法
の
成

立
を
受
け
、
第
二
期
地
方
分
権
改
革
の
積
極
的

な
推
進
を
図
る
た
め
、「
地
方
分
権
改
革
推
進
本

部
」
を
発
足
さ
せ
た
。
発
足
式
に
は
、
本
会
か

ら
は
山
出
会
長
が
出
席
し
、
地
方
六
団
体
を
代

表
し
て
「
分
権
の
火
は
消
し
て
は
い
け
な
い
し
、

流
れ
は
止
め
て
は
い
け
な
い
。
国
と
地
方
の
あ

り
よ
う
を
変
え
て
い
く
と
い
う
、
自
負
と
気
概

を
持
っ
て
取
り
組
ん
で
ほ
し
い
。」
と
職
員
に
対

し
て
訓
示
。

※
４　

国
に
先
駆
け
本
会
が
提
唱
し
た
「
全
国
ご
み
不

法
投
棄
監
視
ウ
ィ
ー
ク
」
の
取
組
み
を
促
進
す

る
た
め
フ
ォ
ー
ラ
ム
を
開
催
。
市
長
は
じ
め
参

加
者
は
二
〇
〇
名
を
超
え
た
。
こ
の
活
動
は
、

翌
年
度
か
ら
関
係
省
庁
は
じ
め
地
方
公
共
団
体

等
が
連
携
し
、
同
ウ
ィ
ー
ク
を
全
国
一
斉
に
実

施
す
る
国
民
的
な
取
組
み
と
な
っ
て
継
続
。

第 9回日米市長交流会議 in ホノルル／国立太平洋記念墓地訪問
（平成 19年 8月）

「地方分権の推進に関する意見
書」に対する内閣からの回答
（平成 18年 7月 21日）※２

扇参議院議長に「地方分権の推進に関する意見書」を提出
（平成 18年 6月 7日）※１

平成 18・19年9年9年平成 18・11平成成 18・1199年年年年

こここのこのののこのこのこのこのののののののの 年年年年年年年年年ののののののののののののののの
ゆゆゆゆゆゆみみみみみみあゆあゆあゆゆゆあああああああああゆゆああゆゆゆゆゆゆああゆゆゆあああゆああゆあああああゆゆああああゆゆあああああああああああああゆゆゆゆゆゆゆゆゆゆゆゆゆゆゆゆゆゆゆみみみみみみみみみみみみみみみみみみみみああああああああああああああああああああああああああああああああああああああああああああああああああああああああああああああああああああああああああああああああああああああああああああああああああああああああああああああああああああああああああああああああああああああああああああああああああああああああああああああああああゆゆゆゆゆゆゆゆゆゆゆゆゆゆゆゆゆゆゆゆゆゆゆゆゆゆゆゆゆゆゆゆゆゆゆゆゆゆゆみみゆゆあああああああゆゆゆみみみああ みみみあああああああああああああああああああああああああああああああああああああああああああああああああああああああああああああああああああああああああゆゆゆゆゆゆゆゆゆゆゆゆゆゆゆゆゆゆゆゆゆゆゆゆゆゆゆゆゆゆゆゆゆゆゆゆゆゆゆゆゆゆゆゆゆゆゆゆゆゆゆゆゆゆゆゆゆゆゆゆゆゆゆゆゆゆゆゆゆゆみみみみみみみみみみみみみみみみみみみみみみみみみみみみみみみみみみみみみみみみみみみみみみみみみみみみみみみみみ平成10年～平成29年

河野衆議院議長に「地方分権の推進に関する意見書」を提出
（平成 18年 6月 7日）※１

120 年のあゆみ

13
20
年
の
あ
ゆ
み



こここのこのののこのこのこのこのののののののの 年年年年年年年年年ののののののののののののののの
あゆあゆあゆあゆみみみみあゆあゆあゆあゆあゆあゆあゆあゆあゆあゆあゆあゆああ みみみみみみみみみみみみ平成10年～平成29年

※
1　

衆
参
ね
じ
れ
国
会
の
下
、
地
方
六
団
体
は
、
平

成
20
年
2
月
に
道
路
特
定
財
源
の
確
保
を
目
的

と
し
た
緊
急
大
会
を
憲
政
記
念
館
で
開
催
し
、

暫
定
税
率
を
維
持
す
る
た
め
の
関
連
法
案
の
年

度
内
成
立
等
を
求
め
た
。

※
２　

大
会
終
了
後
に
は
、
地
方
六
団
体
会
長
等
が
新

宿
駅
前
で
街
頭
活
動
を
し
、
ガ
ソ
リ
ン
税
維
持

に
向
け
て
国
民
に
理
解
を
求
め
た
。

※
3　
「
地
方
公
営
企
業
等
金
融
機
構
」
が
全
地
方
公
共

団
体
の
共
同
出
資
に
よ
り
地
方
共
同
法
人
と
し

て
設
立
さ
れ
、
初
め
て
の
代
表
者
会
議
を
開
催
。

同
機
構
は
、
翌
年
「
地
方
公
共
団
体
金
融
機
構
」

と
し
て
改
組
。

※
4　

世
界
的
な
経
済
危
機
の
影
響
に
よ
る
景
気
低
迷

を
受
け
、
政
府
が
実
施
す
る
経
済
対
策
に
対
し
、

地
方
六
団
体
は
、
迅
速
か
つ
効
果
的
な
対
策
の

実
施
を
求
め
要
請
行
動
を
適
宜
実
施
。
平
成
21

年
4
月
に
は
藤
代
会
長
代
理
ほ
か
地
方
六
団
体

代
表
者
が
麻
生
首
相
に
緊
急
要
請
。

第
二
次
地
方
分
権
改
革
で
は
さ
ら
な
る
権
限
移
譲
に
加
え
、

法
令
に
よ
る
規
律
密
度
の
緩
和
を
目
的
と
し
て
「
義
務
付
け
・

枠
付
け
」
が
順
次
撤
廃
さ
れ
る
な
ど
、
そ
の
あ
ゆ
み
は
着
実
な

前
進
を
見
せ
た
。
地
方
分
権
を
実
現
す
る
手
法
も
、
平
成
二
六

年
（
二
〇
一
四
）
よ
り
委
員
会
勧
告
方
式
に
替
え
て
地
方
の
自

主
性
を
重
ん
じ
る
「
提
案
募
集
方
式
」
へ
と
進
化
し
て
い
く
。

そ
う
し
た
な
か
で
起
こ
っ
た
の
が
平
成
二
〇
年（
二
〇
〇
八
）

年
の
「
リ
ー
マ
ン
・
シ
ョ
ッ
ク
」
だ
っ
た
。
世
界
経
済
の
混
乱

は
わ
が
国
に
も
波
及
し
て
経
済
は
低
迷
し
、
都
市
財
政
に
も
再

び
深
刻
な
影
響
を
与
え
た
。
一
方
、
市
町
村
合
併
の
進
展
で
都

市
自
治
体
に
暮
ら
す
人
々
は
飛
躍
的
に
増
え
、
本
会
の
役
割
は

さ
ら
に
大
き
な
も
の
に
な
っ
た
。
社
会
保
障
政
策
の
充
実
や
頻

発
す
る
大
規
模
自
然
災
害
へ
の
対
応
等
に
追
わ
れ
る
な
か
、
人

口
減
少
・
少
子
高
齢
化
社
会
へ
の
懸
念
が
高
ま
っ
て
地
方
創
生

に
向
け
た
取
組
み
の
強
化
が
求
め
ら
れ
る
よ
う
に
な
っ
て
い
っ

た
の
で
あ
る
。

◆
◆ 

全
国
市
長
会
の
主
な
出
来
事 

◆
◆
◆
◆

平
成
20
年（
二
〇
〇
八
）

●
全
国
都
市
数 

八
〇
六
市
（
七
八
三
市 

二
三
特
別
区
）

１
・
24 

 

理
事
・
評
議
員
合
同
会
議
／
「
道
路
整
備
財
源

の
確
保
に
関
す
る
緊
急
決
議
」
等
を
決
定

２
・
8 

 

地
方
六
団
体
が
「『
道
路
財
源
の
確
保
』
緊
急

大
会
」
を
開
催
。
新
宿
駅
前
で
街
頭
活
動

4
・
1 

 「
地
方
交
付
税
制
度
の
充
実
を
目
指
し
て
」
を

発
表

４
・
9 

 

理
事
会
／
「
平
成
二
十
年
度
地
方
税
、
地
方
交

付
税
総
額
等
の
確
保
の
た
め
の
関
係
法
案
の
早

期
成
立
を
求
め
る
緊
急
決
議
」
等
を
決
定

4
・
18 

 

地
方
六
団
体
が
「
道
路
暫
定
税
率
の
回
復
と
住

民
生
活
の
安
定
を
求
め
る
緊
急
大
会
」
を
開
催

６
・
4 

 

第
七
八
回
全
国
市
長
会
議

７
・
9 

 「
平
成
二
〇
年
岩
手
・
宮
城
内
陸
地
震
災
害
に

関
す
る
緊
急
要
望
」
を
提
出

10
・
20 

 

地
方
六
団
体
が
「
追
加
経
済
対
策
の
実
施
と
地

方
財
源
の
確
保
に
つ
い
て
」
を
緊
急
申
入
れ

11
・
13 

 

理
事
・
評
議
員
合
同
会
議

11
・
25 

 

地
方
自
治
確
立
対
策
協
議
会
と
地
方
分
権
推
進

連
盟
の
共
催
で
「『
地
方
財
政
確
立
・
分
権
改

革
推
進
』
全
国
大
会
」
を
開
催

12
・
4 

 「
後
期
高
齢
者
医
療
、
国
民
健
康
保
険
及
び
介

護
保
険
の
保
険
料
徴
収
に
関
す
る
緊
急
申
し
入

れ
」
を
提
出

社
会
の
主
な
出
来
事

4
月　

後
期
高
齢
者
医
療
制
度
が
ス
タ
ー
ト

5
月　

道
路
特
定
財
源
の
一
般
財
源
化
（
閣
議
決
定
）

6
月　

岩
手･

宮
城
内
陸
地
震
（
Ｍ
7
・
2
）
発
生

7
月　

北
海
道
洞

湖
サ
ミ
ッ
ト
開
催

9
月　

麻
生
内
閣
成
立
／
米
国
リ
ー
マ
ン
ブ
ラ
ザ
ー
ズ

が
経
営
破
た
ん
（
リ
ー
マ
ン
・
シ
ョ
ッ
ク
）

11
月 

政
府
・
与
党
「
定
額
給
付
金
」
合
意

平
成
21
年（
二
〇
〇
九
）

●
全
国
都
市
数 

八
〇
六
市
（
七
八
三
市 

二
三
特
別
区
）

1
・
27 

 
理
事
・
評
議
員
合
同
会
議
／
「
緊
急
雇
用
対
策

に
関
す
る
決
議
」
等
を
決
定

２
・
16 

 「
第
二
期
地
方
分
権
改
革
に
関
す
る
提
言
Ⅱ
」

を
提
出

4
・
8 

 

地
方
六
団
体
が
「
経
済
危
機
対
策
に
関
す
る
緊

急
申
し
入
れ
」
を
提
出

６
・
3 

 

第
七
九
回
全
国
市
長
会
議

7
・
9 

 「
政
権
公
約
に
対
す
る
全
国
市
長
会
要
請
」
を

提
出

８
・
11 

 

各
政
党
の
政
権
公
約
に
対
し
「
地
方
分
権
改
革

に
関
す
る
政
権
公
約
の
検
証
結
果
に
つ
い
て
」

を
発
表

9
・
9 

 

地
方
六
団
体
が
「
国
民
生
活
の
向
上
と
安
心
を

目
指
し
た
国
と
地
方
の
協
議
の
場
の
早
期
開
始

に
つ
い
て
」
を
提
出

11
・
17 

 

地
方
六
団
体
が
「
地
方
分
権
推
進
全
国
会
議
」

を
開
催　

11
・
20 

 

理
事
・
評
議
員
合
同
会
議

12
・
10 

 

地
方
六
団
体
が
「
子
ど
も
手
当
の
地
方
負
担
に

反
対
す
る
緊
急
声
明
」
を
発
表

12
・
15 

 

地
方
六
団
体
が
「
義
務
付
け
・
枠
付
け
の
更
な

る
見
直
し
を
求
め
る
声
明
」
を
発
表

社
会
の
主
な
出
来
事

1
月 

米
大
統
領
に
オ
バ
マ
氏
就
任

4
月　
「
地
方
公
共
団
体
の
財
政
の
健
全
化
に
関
す
る
法

律
」
が
全
面
施
行

5
月　

裁
判
員
制
度
ス
タ
ー
ト

6
月　

静
岡
空
港
開
港
／
新
型
イ
ン
フ
ル
エ
ン
ザ
（
Ａ

型
）
が
世
界
的
に
大
流
行

8
月　

第
四
五
回
衆
議
院
議
員
総
選
挙
〈
民
主
党
に
政

権
交
代
〉

9
月　

消
費
者
庁
が
発
足
／
鳩
山
内
閣
成
立

「道路財源の確保」緊急大会（平成 20年 2月 8日）※ 1

『市政』A４判にリニューアル
（平成 21年 4月号）

都市自治体の役割の
増大と経済の低迷

地方六団体会長等が街頭活動（平成 20年 2月 8日 ) ※ 2

地方公営企業等金融機構設立／第１回代表者会議
（平成 20年 8月 1日）※ 3

麻生首相に経済危機対策の緊急要請をする地方六団体代表
（平成 21年 4月 8日）※ 4

平成 20・21年

全国市長会創立 110周年　第 78回全国市長会議
（平成 20年 6月 4日）

120 年のあゆみ

15
1420

年
の
あ
ゆ
み



こここのこのののこのこのこのこのののののののの 年年年年年年年年年ののののののののののののののの
あゆあゆあゆあゆみみみみあゆあゆあゆあゆあゆあゆあゆあゆあゆあゆあゆあゆああ みみみみみみみみみみみみ平成10年～平成29年

※
1　

地
方
六
団
体
は
、
長
年
に
わ
た
っ
て
要
請
し
て

き
た
「
国
と
地
方
の
協
議
の
場
」
設
置
法
案
等

の
地
域
主
権
関
連
三
法
案
の
早
期
の
成
立
を
求

め
て
再
三
に
わ
た
り
要
請
。
参
議
院
可
決
後
、

衆
議
院
で
議
決
を
待
つ
平
成
22
年
6
月
に
は
、

地
方
六
団
体
代
表
者
が
菅
首
相
へ
要
請
。

※
2　
「
子
ど
も
手
当
」
は
、
地
方
側
か
ら
全
額
国
庫
負

担
す
べ
き
と
主
張
し
て
い
た
が
、
平
成
二
三
年

度
予
算
概
算
要
求
で
は
、
前
年
度
同
様
に
地
方

負
担
を
含
め
た
要
求
が
な
さ
れ
た
。
そ
の
た
め
、

平
成
22
年
11
月
に
開
催
さ
れ
た
細
川
厚
生
労
働

大
臣
と
の
会
合
に
、
本
会
か
ら
倉
田
池
田
市
長

（
社
会
文
教
委
員
会
委
員
長
）
が
出
席
し
、
再
び

一
方
的
な
決
定
が
な
さ
れ
る
の
で
あ
れ
ば
、
事

務
の
返
上
も
辞
さ
な
い
等
を
発
言
。

※
3　

東
日
本
大
震
災
直
後
の
平
成
23
年
4
月
の
理
事

会
で
は
、
冒
頭
に
黙
と
う
を
捧
げ
る
と
と
も
に
、

奥
山
仙
台
市
長
（
東
北
市
長
会
会
長
）
か
ら
の

メ
ッ
セ
ー
ジ
を
紹
介
。「
東
日
本
大
震
災
に
関
す

る
緊
急
決
議
」
及
び 

「
原
子
力
発
電
所
事
故
に

対
す
る
国
の
責
任
あ
る
対
応
を
求
め
る
緊
急
決

議
」
を
決
定
し
、
理
事
会
終
了
後
、
正
副
会
長

等
が
松
本
（
龍
）
防
災
担
当
大
臣
等
に
要
請
。

※
4　

法
制
化
後
第
一
回
と
な
る
「
国
と
地
方
の
協
議

の
場
」
が
開
催
さ
れ
、
本
会
か
ら
は
森
会
長
が

出
席
し
、「
社
会
保
障
・
税
一
体
改
革
」
及
び
「
東

日
本
大
震
災
復
興
対
策
」
に
つ
い
て
協
議
。

◆
◆ 

全
国
市
長
会
の
主
な
出
来
事 

◆
◆
◆
◆

平
成
22
年（
二
〇
一
〇
）

●
全
国
都
市
数　

八
〇
六
市
（
七
八
三
市 

二
三
特
別
区
）

１
・
27 

 

理
事
・
評
議
員
合
同
会
議
／
「
子
ど
も
手
当
に

関
す
る
緊
急
決
議
」
等
を
決
定

３
・
5 

 「
予
防
接
種
法
の
改
正
に
つ
い
て
の
意
見
」
を

提
出

3
・
5 

 「
公
立
学
校
施
設
の
耐
震
化
事
業
等
の
推
進
に

関
す
る
緊
急
要
請
」
を
提
出 

４
・
1 

 「
地
域
主
権
改
革
の
実
現
を
強
く
求
め
る
緊
急

要
請
」
を
提
出

4
・
7 

 「
核
兵
器
の
廃
絶
を
求
め
る
決
議
」
を
決
定

５
・
24 

 

地
方
六
団
体
が
「
地
域
主
権
関
連
三
法
案
の
今

国
会
成
立
を
求
め
る
緊
急
声
明
」
を
発
表

６
・
9 

 

第
八
〇
回
全
国
市
長
会
議

８
・
31 

 

地
方
六
団
体
が
「
子
ど
も
手
当
の
全
額
国
費
負

担
を
求
め
る
声
明
」
を
発
表

９
・
6 

 「
効
果
的
で
迅
速
な
経
済
雇
用
対
策
の
実
施
に

関
す
る
緊
急
要
請
」
を
提
出

11
・
18 

 

理
事
・
評
議
員
合
同
会
議

12
・
27 

 「『
地
方
自
治
法
抜
本
改
正
に
つ
い
て
の
考
え

方
（
平
成
二
二
年
）』（
仮
称
）（
案
）」
に
対
す

る
意
見
を
提
出

社
会
の
主
な
出
来
事

1
月 

日
本
年
金
機
構
が
発
足
（
社
会
保
険
庁
は
廃
止
）

6
月 

菅
内
閣
成
立
／
小
惑
星
探
査
機
「
は
や
ぶ
さ
」

帰
還
／
「
地
域
主
権
戦
略
大
綱
」（
閣
議
決
定
）

7
月 

第
二
二
回
参
議
院
議
員
通
常
選
挙
〈
自
民
党
改

選
第
一
党
に
。
ね
じ
れ
国
会
〉

12
月　

東
北
新
幹
線
開
業
（
八
戸
―
新
青
森
間
）

平
成
23
年（
二
〇
一
一
）

●
全
国
都
市
数　

八
〇
九
市
（
七
八
六
市 

二
三
特
別
区
）

１
・
26 

 
理
事
・
評
議
員
合
同
会
議
／
「
総
合
的
な
子
育

て
支
援
策
に
関
す
る
決
議
」
等
を
決
定

３
・
2 

 「
平
成
二
三
年
度
子
ど
も
手
当
法
案
に
関
す
る

緊
急
要
請
」
及
び
「
社
会
保
障
と
税
の
一
体
改

革
に
関
す
る
緊
急
要
請
」
を
決
定

3
・
25 

 「
東
北
地
方
太
平
洋
沖
地
震
に
関
す
る
緊
急
要

請
」
を
提
出

４
・
6 

 

理
事
会
／
「
東
日
本
大
震
災
に
関
す
る
緊
急
決

議
」
及
び
「
原
子
力
発
電
所
事
故
に
対
す
る
国

の
責
任
あ
る
対
応
を
求
め
る
緊
急
決
議
」
を
決

定
。「
社
会
保
障
の
課
題
と
改
革
の
方
向
」
を

了
承

６
・
8 

 

第
八
一
回
全
国
市
長
会
議
／
「
全
国
市
長
会
会

則
の
一
部
改
正
」（「
国
と
地
方
の
協
議
の
場
」

の
法
制
化
へ
の
対
応
）
等
を
決
定

９
・
7 

 「
円
高
是
正
対
策
と
迅
速
か
つ
果
敢
な
経
済
・

雇
用
対
策
の
早
期
実
施
に
関
す
る
緊
急
提
言
」

等
を
決
定

9
・
15 

 「
平
成
二
三
年
台
風
一
二
号
に
よ
る
紀
伊
半
島

を
中
心
と
し
た
災
害
に
関
す
る
緊
急
要
望
」
を

提
出

11
・
17 

 

理
事
・
評
議
員
合
同
会
議

社
会
の
主
な
出
来
事

3
月 

東
日
本
大
震
災
（
Ｍ
9
・
0
）
と
福
島
原
発
事

故
発
生
／
九
州
新
幹
線
開
業
（
博
多
―
新
八
代

間
）

5
月 

地
域
主
権
改
革
関
連
三
法
公
布

6
月 

東
日
本
大
震
災
復
興
基
本
法
公
布
／
政
府
・
与

党
「
社
会
保
障
・
税
一
体
改
革
成
案
」
決
定

7
月 

な
で
し
こ
ジ
ャ
パ
ン
ワ
ー
ル
ド
カ
ッ
プ
優
勝
／

地
上
ア
ナ
ロ
グ
テ
レ
ビ
放
送
終
了
（
地
上
デ
ジ

タ
ル
へ
移
行
）

9
月 

野
田
内
閣
成
立

理事会後、松本龍防災担当大臣に緊急決議について要請する正副会長等
（平成 23年 4月 6日）※ 3

子ども手当に関する細川厚生労働大臣・地方六団体会合
（平成 22年 11月 17日）※２

社会保障・税一体改革に関する政府との意見交換会（平成 23年 6月 10日）

菅首相に地域主権関連 3法案の早期成立を要請する地方六団体代表（平成 22年 6月 10日）※ 1

第 81回全国市長会議後、枝野官房長官等に決議について要請する
正副会長（平成 23年 6月 8日）

政策推進委員会「平成23年度子ども手当法案に関する緊急要請」及び「社
会保障と税の一体改革に関する緊急要請」を決定（平成23年 3月 2日） 

平成 22・23年

国と地方の協議の場（法制化後第 1回）（平成 23年 6月 13日）※ 4
（時事通信社提供）

120 年のあゆみ

17
1620

年
の
あ
ゆ
み



平成10年～平成29年

○
災
害
対
策
本
部
の
設
置（
本
部
長
：
会
長
）

○
物
資
支
援
・
避
難
者
受
け
入
れ
等
の
申
出
・
要
請
に
係
る
「
緊
急
災
害
支

援
掲
示
板
」の
運
用

○
被
災
市
町
村
に
対
す
る
人
的
支
援

・
短
期
を
中
心
と
す
る
市
町
村
職
員
の
派
遣
（
全
国
町
村
会
、
総
務
省
、
被
災

県
と
の
協
力
に
よ
る
）

被災直後の仙台市内

被災市町村に対する人的支援のための職員派遣について
記者発表（平成23年3月30日）

岩手県、宮城県、福島県の
被災地を視察し、各県市長
会会長等と面会
（平成23年4月2日・3日）

東
日
本
大
震
災
へ
の

全
国
市
長
会
の
主
な
対
応

こここここのこのののこのこのこのこののののののののこここここのこのののののこののこのののののの 年年年年年年年年年ののののののののののののののの
あゆあゆあゆあゆあ みみみみあゆあゆあゆあゆあゆあゆあゆあゆあゆあゆあゆあゆああ みみみみみみみみみみみみああああああ平成10年～平成29年

平
成
23
年
3
月
11
日
に
発
生
し
た
三
陸
沖
を
震
源
と
す
る
国
内
観
測

史
上
最
大
の
大
地
震
（
Ｍ
９
・
０
、
最
高
震
度
７
）
と
大
津
波
、
そ
れ

に
起
因
す
る
東
京
電
力
福
島
第
一
原
子
力
発
電
所
事
故
に
よ
る
災
害

「
東
日
本
大
震
災
」
は
、
東
北
・
関
東
を
中
心
に
未
曾
有
の
被
害
を
も

た
ら
し
た
。

本
会
で
は
、
被
災
者
の
救
援
・
救
護
、
被
災
地
域
の
早
期
復
旧
及
び

復
興
を
支
援
す
る
た
め
、
直
ち
に
「
平
成
二
三
年
東
北
地
方
太
平
洋
沖

地
震
災
害
対
策
本
部
」
を
設
置
し
た
。
ま
た
、
全
国
の
市
町
村
か
ら
被

災
市
町
村
へ
の
「
人
的
支
援
」
の
仕
組
み
を
構
築
し
、
人
的
・
物
的
支

援
協
力
を
継
続
的
に
実
施
す
る
と
と
も
に
、
必
要
に
応
じ
て
、
随
時
、

災
害
対
策
本
部
情
報
を
各
市
等
へ
発
信
し
て
い
る
。

派
遣
決
定
人
数　

一
一
四
八
名（
平
成
23
年
度
）

・
中
長
期
的
な
市
町
村
職
員
の
派
遣（
都
道
府
県
市
長
会
、
全
国
町
村
会
、
総
務

省
、
被
災
県
と
の
協
力
に
よ
る
）

派
遣
決
定
人
数　

三
〇
二
七
名（
平
成
30
年
1
月
1
日
現
在
）

○
義
捐
金
受
付
口
座
の
開
設

各
都
市
・
都
道
府
県
市
長
会
か
ら
一
二
億
六
七
七
〇
万
円
の
義
捐
金
を
受

付

（
平
成
23
年
11
月
30
日
を
も
っ
て
口
座
閉
鎖
）

○
緊
急
要
請
・
通
知
等（
発
生
直
後
の
主
な
も
の
）（
平
成
23
年
）

・
東
北
地
方
太
平
洋
沖
地
震
の
被
災
地
に
お
け
る
燃
料
の
確
保
に
つ
い
て

（
3
月
14
日
）

・
住
民
生
活
の
維
持
に
必
要
な
ガ
ソ
リ
ン
、
食
料
品
等
の
生
活
関
連
物
資

の
安
定
供
給
の
確
保
等（
3
月
17
日
）

・
各
市
長
宛
て
に
避
難
を
余
儀
な
く
さ
れ
て
い
る
住
民
の
受
け
入
れ
に
つ

い
て
積
極
的
に
対
応
す
る
こ
と
及
び「
緊
急
災
害
支
援
掲
示
板
」の
積
極

的
な
活
用
に
つ
い
て
要
請
す
る
会
長
私
信
を
発
信（
3
月
17
日
・
18
日
）

・
東
北
地
方
太
平
洋
沖
地
震
に
関
す
る
緊
急
要
請（
3
月
25
日
）

・
東
日
本
大
震
災
に
関
す
る
緊
急
決
議（
4
月
6
日
）

・
原
子
力
発
電
所
事
故
に
対
す
る
国
の
責
任
あ
る
対
応
を
求
め
る
緊
急
決

議（
4
月
6
日
）

・
東
日
本
大
震
災
に
関
す
る
緊
急
決
議（
6
月
8
日
）

・
原
子
力
発
電
所
の
事
故
と
安
全
対
策
に
関
す
る
緊
急
決
議（
6
月
8
日
）

・
地
震
・
津
波
防
災
対
策
の
充
実
強
化
に
関
す
る
緊
急
決
議（
6
月
8
日
）

・「
復
興
へ
の
提
言
」骨
子（
た
た
き
台
）に
対
す
る
意
見（
6
月
16
日
）

○
被
災
地
へ
の
視
察

・
森
会
長
が
岩
手
県
、
宮
城
県
、
福
島
県
の
被
災
地
を
視
察
の
う
え
、
各

県
市
長
会
会
長
等
と
面
会（
平
成
23
年
4
月
2
日
・
3
日
）

・
森
会
長
等
が
福
島
第
一
原
子
力
発
電
所
を
視
察（
平
成
28
年
7
月
４
日
）

・
市
長
五
〇
名
が
福
島
第
一
原
子
力
発
電
所
を
視
察

（
平
成
28
年
11
月
1
日
・
2
日
）

・
市
長
二
六
名
が
福
島
第
一
原
子
力
発
電
所
を
視
察

（
平
成
29
年
4
月
25
日
・
26
日
）

以
降
、
継
続
的
に
情
報
発
信
、
要
望
等
を
行
っ
て
い
る

中川防災担当大臣と本会、全国知事会及び全国町村会代表に
よる意見交換会（平成24年5月16日）

福島第一原子力発電所を視察
（平成28年7月4日）

120 年のあゆみ
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こここのこのののこのこのこのこのののののののの 年年年年年年年年年ののののののののののののののの
あゆあゆあゆあゆみみみみあゆあゆあゆあゆあゆあゆあゆあゆあゆあゆあゆあゆああ みみみみみみみみみみみみ平成10年～平成29年

※
1　

平
成
24
年
は
、
前
年
に
発
生
し
た
東
日
本
大
震

災
の
教
訓
を
今
後
の
防
災
対
策
に
い
か
す
た

め
、
多
数
の
会
議
や
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
を
開
催
。

10
月
に
は
「
都
市
の
連
携
と
新
し
い
公
共
〜
東

日
本
大
震
災
で
見
え
た
『
絆
』
の
可
能
性
〜
」

を
テ
ー
マ
に
第
七
四
回
全
国
都
市
問
題
会
議
を

盛
岡
市
で
開
催
し
、
今
後
も
被
災
地
に
寄
り
添

い
な
が
ら
支
援
を
継
続
し
て
い
く
決
意
を
大
会

で
宣
言
。

※
2　

森
会
長
等
は
復
興
庁
の
根
本
大
臣
、
長
島
政
務

官
等
と
面
談
し
、
被
災
市
町
村
の
事
務
手
続
き

の
緩
和
・
簡
素
化
を
五
九
項
目
に
わ
た
り
要
請
。

※
3　

第
八
三
回
全
国
市
長
会
議
で
決
定
し
た
「
東
日

本
大
震
災
か
ら
の
復
旧
・
復
興
に
関
す
る
決
議
」

等
に
つ
い
て
、
正
副
会
長
が
菅
官
房
長
官
等
に

要
請
。

※
4　

大
西
高
松
市
長
（
社
会
文
教
委
員
会
委
員
長
）

と
岡
﨑
高
知
市
長
（
国
民
健
康
保
険
対
策
特
別

委
員
会
委
員
長
）
は
、
社
会
保
障
制
度
が
重
要

な
局
面
に
差
し
か
か
っ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
田

村
厚
生
労
働
大
臣
に
、「
社
会
保
障
制
度
の
充
実

強
化
に
関
す
る
決
議
」
に
つ
い
て
要
請
。

◆
◆ 

全
国
市
長
会
の
主
な
出
来
事 

◆
◆
◆
◆

平
成
24
年
（
二
〇
一
二
）

●
全
国
都
市
数 

八
〇
九
市
（
七
八
六
市 

二
三
特
別
区
）

１
・
25 

 

理
事
・
評
議
員
合
同
会
議
／
「
第
三
二
回
オ
リ

ン
ピ
ッ
ク
競
技
大
会
及
び
第
一
六
回
パ
ラ
リ
ン

ピ
ッ
ク
競
技
大
会
の
東
京
招
致
を
支
援
す
る
決

議
」
等
を
決
定

2
・
29 

 

地
方
六
団
体
が
「
国
家
公
務
員
給
与
に
係
る
臨

時
特
例
法
に
つ
い
て
」
に
よ
り
地
方
へ
の
給
与

削
減
強
制
を
反
対
す
る
声
明
を
発
表

３
・
6 

 「
子
ど
も
・
子
育
て
新
シ
ス
テ
ム
に
関
す
る
提

言
・
要
請
」
を
提
出

3
・
26 

 「
国
の
出
先
機
関
改
革
に
つ
い
て
の
意
見
」
を

提
出

４
・
1 

 

財
団
法
人
全
国
市
長
会
館
が
「
公
益
財
団
法
人

全
国
市
長
会
館
」
に
移
行

６
・
6 

 

第
八
二
回
全
国
市
長
会
議

７
・
24 

 「
さ
ら
な
る
『
基
礎
自
治
体
へ
の
権
限
移
譲
』

及
び
『
義
務
付
け
・
枠
付
け
の
見
直
し
』
に
つ

い
て
（
提
案
）」
を
提
出

11
・
15 

「 『
国
の
特
定
地
方
行
政
機
関
の
事
務
等
の
移
譲

に
関
す
る
法
律
案
』
に
つ
い
て
（
声
明
）」
を

発
表

11
・
15 

 

理
事
・
評
議
員
合
同
会
議

社
会
の
主
な
出
来
事

2
月 

復
興
庁
発
足

4
月 

福
島
第
一
原
発
一
〜
四
号
機
が
正
式
に
廃
止

5
月 

ロ
シ
ア
大
統
領
に
プ
ー
チ
ン
氏
就
任

7
月 

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
買
取
制
度
開
始

8
月 

社
会
保
障･

税
一
体
改
革
関
連
法
公
布
／
子
ど

も･

子
育
て
関
連
三
法
公
布

9
月 

原
子
力
規
制
委
員
会
発
足

12
月 

第
四
六
回
衆
議
院
議
員
総
選
挙
〈
自
民
党
政
権

復
帰
〉
／
第
二
次
安
倍
内
閣
成
立

平
成
25
年（
二
〇
一
三
）

●
全
国
都
市
数 

八
一
二
市
（
七
八
九
市 

二
三
特
別
区
）

１
・
21 

 「
地
方
公
務
員
給
与
と
地
方
の
自
主
性
に
関
す

る
緊
急
要
請
」
を
決
定

２
・
20 

 「
全
国
市
長
会
の
緊
急
ア
ピ
ー
ル
ー
国
に
よ
る

地
方
交
付
税
削
減
・
地
方
公
務
員
給
与
削
減
要

請
に
つ
い
て
ー
」
を
決
定

４
・
5 

 

本
会
及
び
全
国
町
村
会
が
「
被
災
市
町
村
か
ら

の
事
務
手
続
き
の
緩
和
・
簡
素
化
等
の
要
請
」

を
提
出

4
・
19 

 

地
方
六
団
体
が
「
教
育
委
員
会
制
度
等
に
関
す

る
意
見
」
を
提
出

６
・
5 

 

第
八
三
回
全
国
市
長
会
議

７
・
10 

 

理
事
・
評
議
員
合
同
会
議
／
「
地
域
の
元
気
創

造
・
活
性
化
の
た
め
に
」
等
を
決
定

９
・
17 

 「
国
の
経
済
対
策
の
た
め
に
行
う
固
定
資
産
税

の
軽
減
措
置
に
反
対
す
る
意
見
書
」
を
提
出

10
・
1 

 

消
費
税
引
上
げ
方
針
の
決
定
を
受
け
、「
税
と

社
会
保
障
の
一
体
改
革
に
伴
う
消
費
税
率
の
引

上
げ
に
つ
い
て
」
を
発
表

11
・
14 

 

理
事
・
評
議
員
合
同
会
議

社
会
の
主
な
出
来
事

1
月 

復
興
特
別
所
得
税
導
入

3
月 

中
国
国
家
主
席
に
習
近
平
氏
就
任
／
政
府
が
環

太
平
洋
パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ
協
定
（
Ｔ
Ｐ
Ｐ
）

交
渉
へ
参
加
表
明

7
月 

第
二
三
回
参
議
院
議
員
通
常
選
挙
〈
自
民
党
が

参
院
第
一
党
に
。
ね
じ
れ
解
消
〉

8
月 

国
内
観
測
史
上
最
高
気
温
の
四
一
・
〇
度
を
高
知

県
四
万
十
市
で
記
録

9
月 

二
〇
二
〇
年
夏
季
オ
リ
ン
ピ
ッ
ク
・
パ
ラ
リ
ン

ピ
ッ
ク
開
催
都
市
が
東
京
に
決
定

第 10回日米市長交流会議 in 東京　「都市の防災とまちづくり」
について意見交換（平成 24年 8月 8日）

田村厚生労働大臣に決議について要請
（平成 25年 6月 5日）※ 4

市長フォーラム 2012( 平成 24年 6月 5日 )

根本復興大臣に被災市町村における事務負担の軽減等について要請
（平成 25年 4月 5日）※ 2

第 12回市長フォーラム（平成 24年 11月 14日）

第 83回全国市長会議後、菅官房長官に決議について要請する正副
会長（平成 25年 6月 5日）※ 3

第 74回全国都市問題会議／盛岡市（平成 24年 10月 11日・12日）※ 1

「全国市長会の緊急アピール―国による地方交付税削減・地方公務員給与削減
要請について―」記者会見（平成 25年 2月 20日）

平成 24・25年

120 年のあゆみ

21
2020

年
の
あ
ゆ
み



こここのこのののこのこのこのこのののののののの 年年年年年年年年年ののののののののののののののの
あゆあゆあゆあゆみみみみあゆあゆあゆあゆあゆあゆあゆあゆあゆあゆあゆあゆああ みみみみみみみみみみみみ平成10年～平成29年

◆
◆ 

全
国
市
長
会
の
主
な
出
来
事 

◆
◆
◆
◆

平
成
26
年
（
二
〇
一
四
）

●
全
国
都
市
数 

八
一
三
市
（
七
九
〇
市 

二
三
特
別
区
）

１
・
22 

「 

臨
時
福
祉
給
付
金
（
簡
素
な
給
付
措
置
）」
に

つ
い
て
要
請

３
・
14 

 「
教
育
委
員
会
制
度
の
改
革
に
関
す
る
与
党
合

意
に
つ
い
て
」
を
発
表

６
・
4 

 

第
八
四
回
全
国
市
長
会
議

６
・
11 

 「
法
人
実
効
税
率
の
あ
り
方
の
検
討
に
関
す
る

要
望
」
を
提
出

８
・
5 

 

地
方
六
団
体
が
「
農
地
制
度
の
あ
り
方
に
つ
い

て
」
を
提
出

８
・
7 

 

本
会
、
全
国
知
事
会
及
び
全
国
町
村
会
が
「
今

年
度
の
人
事
院
勧
告
に
つ
い
て
」
を
発
表

９
・
24 

 

地
方
六
団
体
が「
地
方
創
生
の
推
進
に
向
け
て
」

を
提
出

10
・
24 

 

緊
急
ア
ピ
ー
ル
「
目
指
せ
出
生
率
ア
ッ
プ
！
」

を
提
出

11
・
13 

 

理
事
・
評
議
員
合
同
会
議

11
・
19 

 

本
会
及
び
全
国
町
村
会
が
消
費
税
引
上
げ
の
先

送
り
決
定
を
受
け
、「
社
会
保
障
の
充
実
と
持

続
可
能
性
の
確
保
に
つ
い
て
」
を
発
表

11
・
20 

  

本
会
、
全
国
知
事
会
及
び
全
国
町
村
会
が
「
真

の
地
方
再
生
の
実
現
に
向
け
て
」
を
提
出

11
・
28 

 「
地
域
雇
用
対
策
に
関
す
る
緊
急
要
請
」
を
提
出

12
・
1 

「
都
市
施
策
検
索
シ
ス
テ
ム
」
の
運
用
を
開
始

社
会
の
主
な
出
来
事

1
月 

少
額
投
資
非
課
税
制
度
（
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
）
開
始

4
月 

消
費
税
が
五
％
か
ら
八
％
へ
／
「
地
方
分
権
改

革
に
関
す
る
提
案
募
集
の
実
施
方
針
」（
地
方
分

権
改
革
推
進
本
部
決
定
）

7
月 

集
団
的
自
衛
権
の
限
定
的
容
認
を
閣
議
決
定

11
月 

日
中
首
脳
会
談（
安
倍
首
相
・
習
近
平
国
家
主
席
、

約
三
年
ぶ
り
）
／
ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と
創
生

法
公
布

12
月 

第
三
次
安
倍
内
閣
成
立

平
成
27
年（
二
〇
一
五
）

●
全
国
都
市
数 

八
一
三
市
（
七
九
〇
市 

二
三
特
別
区
）

4
・
8 

 
理
事
会
／
「『
農
地
制
度
の
あ
り
方
に
つ
い
て
』

（
平
成
二
六
年
八
月
五
日　

地
方
六
団
体
）
の

趣
旨
を
踏
ま
え
た
事
務
の
実
施
に
つ
い
て
」
を

決
定

５
・
27 

 

国
保
の
運
営
主
体
を
都
道
府
県
と
し
た
「
持
続

可
能
な
医
療
保
険
制
度
を
構
築
す
る
た
め
の
国

民
健
康
保
険
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
」

の
成
立
に
つ
い
て
コ
メ
ン
ト
を
発
表

６
・
10 

 

第
八
五
回
全
国
市
長
会
議
／
「
少
子
化
対
策
・

子
育
て
支
援
に
関
す
る
特
別
提
言
」
等
を
決
定

８
・
5 

 

地
方
六
団
体
が
「
新
型
交
付
金
の
創
設
に
つ
い

て
」
を
発
表

11
・
12 

 

理
事
・
評
議
員
合
同
会
議

11
・
18 

 

本
会
、
全
国
知
事
会
及
び
全
国
町
村
会
が
「
子

ど
も
の
医
療
費
助
成
に
係
る
国
民
健
康
保
険
の

国
庫
負
担
減
額
調
整
の
廃
止
に
つ
い
て
」
を
提

出

12
・
7 

 「
特
別
交
付
税
の
割
合
に
関
す
る
要
望
」
を
提
出

社
会
の
主
な
出
来
事

3
月 

北
陸
新
幹
線
開
業
（
長
野
―
金
沢
間
）

4
月 

新
教
育
委
員
会
制
度
開
始

7
月 

米
・
キ
ュ
ー
バ
国
交
回
復

9
月 

女
性
活
躍
推
進
法
公
布

10
月 

ス
ポ
ー
ツ
庁
設
置
／
防
衛
装
備
庁
設
置
／
公
務

員
の
共
済
年
金
、
厚
生
年
金
に
一
元
化

第 76回都市問題会議／高知市
（平成 26年 10月 9日・10日）

第 9回都市計画シンポジウム（平成 27年 2月 20日）

安倍首相と市町村長との懇談会（平成 26年 5月 23日）

第 13次全国市長会代表日中友好訪問団／北京市（平成 26年 4月）

欧州都市行政調査団／オーストリア
ギュッシング市　バイオマス発電所視察

（平成 27年 10月）

新藤地方分権改革担当大臣に農地制度のあり方について要請
（平成 26年 8月 19日）※ 1

「少子化対策・子育て支援に関する研究会」報告書、特別提言を取りまとめ
（平成 27年 5月 26日）

※
1　

地
方
六
団
体
は
、
市
町
村
に
農
地
転
用
等
の
権

限
を
与
え
る
べ
き
等
を
提
言
す
る
報
告
書
を
平

成
26
年
8
月
に
取
り
ま
と
め
た
。
8
月
19
日
に

は
、
牧
野
飯
田
市
長
（
経
済
委
員
会
委
員
長
）

と
神
出
海
南
市
長
（
経
済
委
員
会
担
当
副
会
長
）

が
新
藤
地
方
分
権
改
革
担
当
大
臣
等
に
同
提
言

の
実
現
に
つ
い
て
要
請
し
た
ほ
か
、
地
元
選
出

国
会
議
員
へ
の
働
き
か
け
を
実
施
。

安倍首相と市町村長との懇談会（平成 27年 7月 8日）

平成 26・27年

120 年のあゆみ
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年
の
あ
ゆ
み



こここのこのののこのこのこのこのののののののの 年年年年年年年年年ののののののののののののののの
あゆあゆあゆあゆみみみみあゆあゆあゆあゆあゆあゆあゆあゆあゆあゆあゆあゆああ みみみみみみみみみみみみ平成10年～平成29年

◆
◆ 

全
国
市
長
会
の
主
な
出
来
事 

◆
◆
◆
◆

平
成
28
年（
二
〇
一
六
）

●
全
国
都
市
数 

八
一
三
市
（
七
九
〇
市 

二
三
特
別
区
）

１
・
27 

 

理
事
・
評
議
員
合
同
会
議
／
「
農
林
水
産
分
野

に
お
け
る
Ｔ
Ｐ
Ｐ
対
策
に
関
す
る
要
請
」
等
を

決
定

２
・
8 

  「
児
童
福
祉
法
等
の
改
正
に
対
す
る
意
見
」
を

提
出

2
・
25 

 「
森
林
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
案
に
対

す
る
申
入
れ
―
林
地
台
帳
（
仮
称
）
の
整
備
に

つ
い
て
―
」
を
提
出

4
・
27 

 「
待
機
児
童
解
消
に
向
け
た
緊
急
提
言
」
を
提

出

4
・
28 

 「
平
成
二
八
年
熊
本
地
震
に
関
す
る
緊
急
要
請
」

を
提
出

6
・
8 

 

第
八
六
回
全
国
市
長
会
議
／
「
全
国
市
長
会
会

則
の
一
部
改
正
」（
会
長
推
薦
副
会
長
の
創
設
）

及
び
「
多
世
代
交
流
・
共
生
の
ま
ち
づ
く
り
に

関
す
る
特
別
提
言
」
等
を
決
定

８
・
8 

 

本
会
、全
国
知
事
会
及
び
全
国
町
村
会
が
「『
マ

イ
ナ
ン
バ
ー
制
度
』
に
お
け
る
国
・
地
方
の
情

報
連
携
に
向
け
た
要
請
」
を
提
出

11
・
17 

 

理
事
・
評
議
員
合
同
会
議

社
会
の
主
な
出
来
事

1
月 

マ
イ
ナ
ン
バ
ー
制
度
運
用
開
始

2
月 

環
太
平
洋
パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ
協
定
（
Ｔ
Ｐ
Ｐ
）

正
式
合
意

3
月 

北
海
道
新
幹
線
開
業
（
新
青
森
―
新
函
館
北
斗

間
）

4
月 

熊
本
地
震
（
Ｍ
７
・
３
）
発
生

5
月 

伊
勢
志
摩
サ
ミ
ッ
ト
開
催
。
終
了
後
、
オ
バ
マ

米
大
統
領
が
広
島
訪
問

6
月 

消
費
税
一
〇
％
を
二
〇
一
九
年
一
〇
月
ま
で
再

延
期
／
一
八
歳
選
挙
権
の
改
正
公
職
選
挙
法
施

行

第 87回全国市長会議（平成 29年 6月 7日）

「土地利用行政のあり方に関する研究会」
報告書を取りまとめ
（平成 29年 5月 25日）

野田自民党税制調査会最高顧問に平成 29年度都
市税財源の充実確保について要請
（平成 28年 11月 17日）

「人口減少社会における多世代交流・共生のまちづ
くりに関する研究会」報告書を取りまとめ
（平成 28年 5月 23日 )

平
成
29
年（
二
〇
一
七
）

●
全
国
都
市
数 

八
一
四
市
（
七
九
一
市 

二
三
特
別
区
）

2
・
27 

 
地
方
公
共
団
体
の
長
等
の
損
害
賠
償
責
任
の
見

直
し
を
含
む
「
地
方
自
治
法
等
の
一
部
を
改
正

す
る
法
律
案
」
に
つ
い
て
意
見
を
提
出

4
・
14 

 「
国
民
不
在
の
新
専
門
医
制
度
を
危
惧
し
、
拙

速
に
進
め
る
こ
と
に
反
対
す
る
緊
急
要
望
」
を

提
出

5
・
17 

 

本
会
、
全
国
知
事
会
及
び
全
国
町
村
会
が
「
社

会
保
障
制
度
改
革
に
関
す
る
緊
急
要
請
」
を
提

出

6
・
7 

 

第
八
七
回
全
国
市
長
会
議
／
「
全
国
市
長
会
会

則
の
一
部
改
正
」（
会
長
が
欠
け
た
場
合
の
執

行
体
制
の
整
備
）
及
び
「
土
地
利
用
行
政
の
あ

り
方
に
関
す
る
特
別
提
言
」
等
を
決
定

8
・
10 

 「
平
成
二
九
年
七
月
九
州
北
部
豪
雨
災
害
に
関

す
る
要
請
」
を
提
出

11
・
10 

 

本
会
及
び
全
国
町
村
会
が
「
介
護
保
険
者
に
対

す
る
財
政
的
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
に
関
す
る
意

見
」
を
提
出

11
・
16 

 

理
事
・
評
議
員
合
同
会
議
／
「
子
ど
も
た
ち
の

た
め
の
緊
急
決
議
〜
す
べ
て
の
子
ど
も
の
健
や

か
な
育
ち
を
目
指
し
て
〜
」
等
を
決
定

12
・
4 

 「
家
電
リ
サ
イ
ク
ル
制
度
の
前
進
・
拡
充
に
関

す
る
意
見
」
を
提
出

社
会
の
主
な
出
来
事

1
月 

イ
ギ
リ
ス
、
Ｅ
Ｕ
か
ら
の
完
全
離
脱
を
表
明
／

米
大
統
領
に
ト
ラ
ン
プ
氏
就
任

2
月 

日
米
首
脳
会
談（
安
倍
首
相
・
ト
ラ
ン
プ
大
統
領
）

5
月 

韓
国
大
統
領
に
文
在
寅
氏
就
任

6
月 

天
皇
退
位
特
例
法
公
布
／
住
宅
宿
泊
事
業
法
公

布

11
月 

第
四
次
安
倍
内
閣
成
立
／
地
方
自
治
法
施
行

七
〇
周
年
記
念
式
典
及
び
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
開
催

※
1　

森
会
長
は
、
熊
本
地
震
の
被
災
地
を
訪
問
し
、

髙
嵜
玉
名
市
長
（
熊
本
県
市
長
会
会
長
）、
大
西

熊
本
市
長
、
元
松
宇
土
市
長
、
守
田
宇
城
市
長
、

江
頭
菊
池
市
長
と
そ
れ
ぞ
れ
面
会
し
、
意
見
交

換
。

※
２　

栗
林
大
仙
市
長（
副
会
長
）、森
鹿
児
島
市
長（
九

州
市
長
会
会
長
）、
佐
藤
大
分
市
長
（
大
分
県
市

長
会
会
長
）、
中
嶋
山
鹿
市
長
が
、
土
屋
総
務
副

大
臣
等
に
復
旧
・
復
興
に
向
け
た
支
援
等
に
つ

い
て
要
請
。

※
3　

松
浦
会
長
等
は
、
九
州
北
部
豪
雨
の
被
災
地
を

訪
問
し
、
原
田
日
田
市
長
、
森
田
朝
倉
市
長
と

そ
れ
ぞ
れ
面
会
し
、
意
見
交
換
。

※
4　

森
鹿
児
島
市
長
（
九
州
市
長
会
会
長
）、
森
田
朝

倉
市
長
、
原
田
日
田
市
長
が
小
此
木
防
災
担
当

大
臣
等
に
被
災
者
の
生
活
再
建
支
援
等
に
つ
い

て
要
請
。

※
5　

子
ど
も
・
子
育
て
フ
ォ
ー
ラ
ム
を
開
催
。
パ
ネ

ル
デ
ィ
ス
カ
ッ
シ
ョ
ン
の
最
後
に
、
子
ど
も
医

療
費
に
係
る
全
国
一
律
の
保
障
制
度
の
創
設
等

の
五
つ
の
提
言
を
柱
と
す
る
「
子
ど
も
た
ち
の

た
め
の
緊
急
ア
ピ
ー
ル
」
を
採
択
。

全国市長会子ども・子育てフォーラム（平成 29年 11月 16日）※ 5

土屋総務副大臣に熊本地震について要請（平成 28年 4月 28日）※ 2

九州北部豪雨の被災地を視察（平成 29年 8月 2日）※ 3小此木防災担当大臣に九州北部豪雨災害について要請
（平成 29年 8月 10日）※ 4

「女性市長による未来に向けた政策懇談会」を開催
（平成 28～ 29年）

平成 28・29年

熊本地震の被災地を視察（平成 28年 4月 28日・29日）※ 1

120 年のあゆみ
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2420

年
の
あ
ゆ
み



120 年のあゆみ

27
26百

年
の
あ
ゆ
み
ダ
イ
ジ
ェ
ス
ト

明
治
31
・
5 

 

第
一
回
関
西
各
市
聯
合
協
議
会
を
岐
阜
市

で
開
催

　
　

39
・
11 

 

第
七
回
関
西
各
市
聯
合
協
議
会
を
奈
良
市

で
開
催
、
全
国
各
市
聯
合
協
議
会
と
名
称

を
変
更
、
全
国
組
織
に
発
展

　
　

44
・
10 

 

第
一
一
回
全
国
各
市
聯
合
協
議
会
を
鹿
児

島
市
で
開
催
、
奥
羽
六
県
北
海
道
市
区
協

議
会
は
、
地
域
ブ
ロ
ッ
ク
市
長
会
と
し
て

初
の
議
案
を
提
出

大
正
3
・
11 

 

第
一
四
回
全
国
各
市
聯
合
協
議
会
を
京
都

市
で
開
催
、北
海
道
、沖
縄
の
各
区
を
加
え
、

全
国
各
市
区
聯
合
協
議
会
と
名
称
を
変
更

　
　

12
・
10 

 

第
二
三
回
全
国
各
市
区
聯
合
協
議
会
を
静

岡
市
で
開
催
、
全
国
各
市
聯
合
協
議
会
と

名
称
を
変
更

昭
和
2
・
5 

 

第
一
回
全
国
都
市
問
題
会
議
を
大
阪
市
で

開
催

　
　

3
・
5 

 

第
二
八
回
全
国
各
市
聯
合
協
議
会
を
仙
台

市
で
開
催
、
決
議
事
項
実
現
の
た
め
、
実

行
委
員
会
（
八
名
）
を
創
設

　
　

5
・
5 

 

第
三
〇
回
全
国
各
市
聯
合
協
議
会
を
宇
治

山
田
市
（
伊
勢
市
）
で
開
催
、
全
国
市
長

会
と
名
称
を
変
更

　
　
　
　

10 
 

都
市
研
究
会
に
対
し
て
事
務
を
委
属
。
本

会
の
中
央
で
の
活
動
拠
点
と
す
る

　
　

6
・
12 

第
一
次
臨
時
全
国
市
長
会
議
開
催

　
　

7
・
5 

 

第
三
二
回
全
国
市
長
会
を
金
沢
市
で
開
催
、

宅
地
租
附
加
税
特
別
委
員
会
を
設
置

　
　

13
・
4 

 

自
治
制
発
布
五
〇
周
年
記
念
祝
賀
会
及
び

講
演
会
を
日
比
谷
公
会
堂
で
開
催
（
本
会

ほ
か
八
団
体
主
催
）

　
　
　
　

4 

第
三
次
臨
時
全
国
市
長
会
開
催

　
　

14
・
4 

『
全
国
市
長
会
史
』
刊
行

　
　

16
・
10 

第
四
一
回
全
国
市
長
会
を
川
崎
市
で
開
催

　
　

17
・
1 
 

紀
元
二
千
六
百
年
記
念
橿
原
神
宮
常
夜
石

燈
籠
奉
献
奉
告
祭
挙
行

　
　
　
　

2 
 

実
行
委
員
会
は
「
都
市
戦
時
態
勢
確
立
対

策
要
綱
」
を
作
成

　
　

21
・
4 

 

臨
時
全
国
市
長
会
を
東
京
で
開
催
（
官
選

市
長
に
よ
る
最
後
の
市
長
会
議
）

　
　

22
・
6 

 
戦
後
第
一
回
全
国
市
長
会
議
を
東
京
で
開

催
（
公
選
市
長
に
よ
る
最
初
の
市
長
会
議
）

　
　

23
・
5 

 

本
会
に
常
設
の
事
務
局
を
設
置
（
旧
人
事

院
ビ
ル
内
）

　
　
　
　

5 

日
本
都
市
連
盟
設
立

　
　

24
・
1 

㈳
全
国
市
有
物
件
災
害
共
済
会
創
立

　
　
　
　

5 

事
務
局
移
転
（
市
政
会
館
）

　
　

25
・
1 

全
国
市
長
会
館
落
成
（
千
代
田
区
平
河
町
）

　
　
　
　

5 

㈶
全
国
市
長
会
館
設
立

　
　

26
・
4 

団
体
定
期
保
険
開
始

　
　

27
・
5 

本
会
が
日
本
都
市
連
盟
を
吸
収
統
合

　
　
　
　

5 
 

常
任
委
員
会
に
地
方
制
度
、
行
政
、
財
政

の
三
分
科
会
を
設
置

　
　
　
　

8 

機
関
誌
『
市
政
』
創
刊

　
　
　
　

11 
 

第
一
四
回
全
国
都
市
問
題
会
議
を
大
阪
市

で
開
催
（
今
回
か
ら
本
会
ほ
か
で
主
催
）

　
　

28
・
6 

 

事
務
局
移
転
（
旧
偕
行
社
ビ
ル
・
千
代
田

区
九
段
）

　
　

30
・
6 

事
務
局
に
法
令
相
談
室
を
設
置

　
　
　
　

6 

『
日
本
都
市
年
鑑
』
を
本
会
名
で
発
行　

　
　
　
　

6 

第
一
回
市
政
資
料
展
示
会
を
開
催 

 

　
　
　
　

10 
 

地
方
六
団
体
で
地
方
財
政
確
立
対
策
協
議

会
結
成

　
　

31
・
5 

事
務
局
に
都
市
計
画
相
談
室
を
設
置

　
　
　
　

6 
 「

都
市
に
お
け
る
し
尿
塵
芥
処
理
の
現
況
と

対
策
」
刊
行

　
　

32
・
5 

事
務
局
に
市
政
相
談
室
を
設
置

　
　

33
・
3 

 

生
活
協
同
組
合
全
国
都
市
職
員
災
害
共
済

会
創
立

　
　
　
　

8 
 

第
一
回
日
独
青
少
年
交
歓
事
業
実
施
（
日

独
交
歓
健
民
少
年
団
訪
独
）

　
　

34
・
1 

市
長
徽
章
制
定

　
　
　
　

2 

㈶
日
本
都
市
セ
ン
タ
ー
創
立

　
　
　
　

2 
 「

都
市
に
お
け
る
し
尿
消
化
そ
う
の
研
究
」

刊
行

明
治
二
二
年
（
一
八
八
九
）
の
市
制
・
町
村
制
施
行
で
全
国

に
三
一
の
市
が
誕
生
、わ
が
国
の
都
市
行
政
が
ス
タ
ー
ト
し
た
。

九
年
後
の
三
一
年
五
月
一
八
日
、
岐
阜
市
で
都
市
事
務
の
研
究

な
ど
を
行
う
た
め
の
自
主
的
な
会
合
が
も
た
れ
た
。
関
西
以
西

の
都
市
を
中
心
に 

二
四
市
が
参
加
し
た
こ
の
会
合
が
、
全
国

市
長
会
の
前
身
「
関
西
各
市
聯
合
協
議
会
」
だ
っ
た
。
参
加
市

は
次
第
に
増
加
、
同
三
九
年
の
奈
良
会
議
で
「
全
国
各
市
聯
合

協
議
会
」
に
改
称
す
る
。

大
正
中
期
頃
か
ら
わ
が
国
の
都
市
化
・
工
業
化
は
急
速
に
進

展
し
て
都
市
数
は
一
〇
〇
を
超
え
る
一
方
、
基
盤
整
備
や
社
会

政
策
な
ど
の
都
市
問
題
が
生
起
す
る
。
聯
合
協
議
会
の
活
動
を

強
化
す
る
た
め
、
昭
和
五
年
の
宇
治
山
田
会
議
で
名
称
を
「
全

国
市
長
会
」
に
改
称
し
た
。

そ
の
後
、
戦
時
、
占
領
期
の
苦
し
い
時
期
を
乗
り
越
え
、
戦

後
の
地
方
自
治
制
度
の
も
と
で
都
市
は
存
在
感
を
増
し
て
い

く
。
指
定
都
市
制
度
に
よ
っ
て
大
都
市
が
誕
生
し
、
昭
和
の
大

合
併
は
都
市
を
五
〇
〇
に
増
加
さ
せ
た
。
三
八
年
に
本
会
は
地

方
自
治
法
改
正
に
よ
り
全
国
的
連
合
組
織
と
し
て
位
置
付
け
ら

れ
、
高
度
成
長
期
の
昭
和
四
〇
年
に
都
市
人
口
は
六
八
％
に
急

増
。
都
市
政
策
が
国
民
生
活
に
大
き
な
影
響
力
を
持
ち
始
め
る

と
「
地
方
の
時
代
」
が
提
唱
さ
れ
、
地
方
分
権
が
叫
ば
れ
る
よ

う
に
な
る
。　

平
成
五
年
の
衆
参
両
院
に
よ
る
地
方
分
権
推
進
決
議
を
経

て
、
同
七
年
五
月
に
地
方
分
権
推
進
法
が
可
決
成
立
し
、
本
格

的
な
地
方
分
権
改
革
が
始
ま
っ
た
。

そ
の
よ
う
な
な
か
、
本
会
で
は
本
会
創
立
一
〇
〇
周
年
を
迎

え
「
新
時
代
の
都
市
政
策
」
を
公
表
し
、
新
た
な
世
紀
の
飛
躍

を
宣
言
し
た
。

ダイジェスト
年のあゆみ
ダダ

明 治 3 1 年 - 平 成 1 0 年

全
国
市
長
会
等
の
主
な
出
来
事

全国市長会等の主な出来事

第 23回全国各市区聯合協議会での集合写真／静岡市浅間神社前で撮影
（大正 12年 10月 22日）

『全国市長会史』刊行
（昭和 14年）

第 19回全国市長会議 (昭和 31年 6月）

第 2回市政資料展示会に皇太子殿下がご来臨（昭和 31年 6月）

市長徽章
（昭和 34年 1月制定）

機関誌『市政』創刊号
（昭和 27年 8月）

『日本都市年鑑』第 17号
（昭和 30年 6月発行）

第２回全国都市問題会議（昭和 5年 10月）

第 41回全国市長会（川崎市役所前、昭和 16年 10月 28日）



120 年のあゆみ

29
28百

年
の
あ
ゆ
み
ダ
イ
ジ
ェ
ス
ト

昭
和
38
・
8 

 

地
方
六
団
体
で
地
方
自
治
確
立
対
策
協
議

会
結
成

　
　
　
　

12 
 「

国
民
健
康
保
険
制
度
に
関
す
る
改
善
に
つ

い
て
」
発
表

　
　

40
・
10 

 

第
三
〇
回
臨
時
全
国
市
長
会
議
（
地
方
公

務
員
一
斉
半
日
休
暇
問
題
等
）

　
　

41
・
4 

 

第
三
一
回
臨
時
全
国
市
長
会
議
（
地
方
公

務
員
定
年
制
実
施
問
題
）

　
　
　
　

10 

事
務
局
移
転
（
旧
帝
国
石
油
ビ
ル
）

　
　

42
・
9 

任
意
共
済
保
険
開
始

　
　

43
・
2 

 

第
三
四
回
臨
時
全
国
市
長
会
議
（
地
方
公

務
員
定
年
制
実
現
推
進
大
会
）

　
　
　
　

4 
 

第
三
五
回
臨
時
全
国
市
長
会
議
（
地
方
公

務
員
定
年
制
実
現
大
会
）

　
　
　
　

10 

『
全
国
市
長
会
史
』
刊
行

　
　
　
　

11 

「
都
市
政
策
に
関
す
る
意
見
」
発
表

　
　

44
・
2 

 

第
三
七
回
臨
時
全
国
市
長
会
議
（
地
方
公

務
員
定
年
制
実
現
貫
徹
総
決
起
大
会
）

　
　

47
・
3 

「
都
市
政
策
に
関
す
る
提
言
」
発
表

　
　
　
　

12 

「
日
本
列
島
改
造
に
関
す
る
意
見
」
発
表

　
　

48
・
10 

 

初
め
て
の
欧
州
都
市
行
政
調
査
団
派
遣

　
　

49
・
5 

 

臨
時
政
策
推
進
研
究
懇
談
会
「
全
国
市
長

会
の
組
織
運
営
の
強
化
に
関
す
る
答
申
」

を
取
り
ま
と
め
る

　
　
　
　

8 

初
め
て
の 

米
国
都
市
行
政
調
査
団
派
遣

　
　
　
　

9 
 

初
め
て
の
全
国
市
長
会
代
表
日
中
友
好
訪

問
団
派
遣

　
　

50
・
10 

『
会
報
』
創
刊

　
　
　
　

10 
 

学
校
管
理
者
賠
償
責
任
保
険
、
予
防
接
種

事
故
賠
償
責
任
保
険
開
始

　
　
　
　

10 
 

第
四
五
回
臨
時
全
国
市
長
会
議
（
地
方
財

政
危
機
突
破
大
会
）

　
　
　
　

12 

「
地
方
超
過
負
担
の
実
態
」
発
表

　
　

51
・
6 

 「
低
経
済
成
長
下
に
お
け
る
都
市
政
策
に
関

す
る
提
言
」
発
表

　
　

52
・
4 

 

市
民
ス
ポ
ー
ツ
災
害
賠
償
補
償
保
険
開
始

　
　

53
・
9 
 

全
国
都
市
会
館
新
築
に
伴
い
、
事
務
局
仮

移
転
（
第
一
東
栄
ビ
ル
）

　
　

54
・
4 

㈶
全
国
市
町
村
振
興
協
会
設
立

　
　

55
・
7 

 「
地
方
の
時
代
に
お
け
る
都
市
政
策
に
関
す

る
提
言
」
発
表

　
　

56
・
1 

 

事
務
局
、
新
全
国
都
市
会
館
に
移
転
、
業

務
開
始

　
　

57
・
6 
「
行
政
改
革
に
関
す
る
提
言
」
発
表

　
　

59
・
10 
個
人
年
金
共
済
開
始

　
　

60
・
5 

 「
第
四
次
全
国
総
合
開
発
計
画
に
関
す
る
提

言
」
発
表

　
　
　
　

10 

㈶
地
域
活
性
化
セ
ン
タ
ー
設
立

　
　

62
・
8 

 

初
め
て
の
豪
州
・
ニ
ュ
ー
ジ
ー
ラ
ン
ド
都

市
行
政
調
査
団
派
遣

　
　
　
　

10 
 

市
町
村
職
員
中
央
研
修
所
（
市
町
村
ア
カ

デ
ミ
ー
）
開
校

　
　

63
・
6 

 

創
立
九
〇
周
年
記
念
・
第
五
八
回
全
国
市

長
会
議
開
催

　
　
　
　

6 
 「

二
一
世
紀
を
展
望
し
た
都
市
政
策
―
提

言
」
発
表

平
成
元
・
4 

第
一
回
日
米
市
長
交
流
会
議
開
催

　
　

5
・
4 

全
国
市
町
村
国
際
文
化
研
修
所
開
校

　
　
　
　

6 
 「

廃
棄
物
問
題
を
中
心
と
し
た
都
市
の
環
境

問
題
に
関
す
る
提
言
」
発
表

　
　

6
・
9 

 

地
方
六
団
体
は
、「
地
方
分
権
の
推
進
に
関

す
る
意
見
書
―
新
時
代
の
地
方
自
治
」
を

村
山
首
相
等
に
提
出

　
　

7
・
1 

 

兵
庫
県
南
部
地
震
対
策
都
市
協
力
本
部
設

置

　
　
　
　

4 

公
金
総
合
保
険
を
開
始

　
　

9
・
4 

「
介
護
保
険
制
度
に
関
す
る
意
見
」
発
表

　
　

10
・
6 

 

創
立
一
〇
〇
周
年
記
念
・
第
六
八
回
全
国

市
長
会
議
開
催

　
　
　
　

6 
 「

新
時
代
の
都
市
政
策
―
人
が
い
き
い
き
す

る
都
市
を
め
ざ
し
て
」
発
表

全国市長会等の主な出来事

中曽根首相との懇談会（昭和 60年 11月 22日）

全国市長会創立 90周年記念　第 58回全国市長会議（昭和 63年 6月）

第 1回中国市長訪日代表団／諫早市（昭和 56年 4月） 初めての全国市長会代表日中友好訪問団（昭和 49年 9月）

役員会（昭和 38年）

第 38 回全国市長会議で祝辞
後、佐藤首相が地方の意見を
聞きたいと突然議長席に座る
（昭和 44年 6月）

行財政改革に関する市町村長代表者会議（昭和 56年 6月 3日） 大平首相との懇談会（昭和 54年 12月 12日）
地方公務員定年制創設を求める第 34回臨時全国市長会議
（昭和 43年 2月）

第 35回臨時全国市長会議後、国会に陳情要望に向かう参会者
（昭和 43年 4月）

ダイジェスト
年のあゆみ
ダダダダダ
年

明 治 3 1 年 - 平 成 1 0 年

内閣・国会へ　地方自治法に基づく、初の意見提出権行使
野中自治大臣を経由して内閣に対し「地方分権の推進に関する意見書」を提出
（平成 6年 9月 26日）地方六団体による地方分権推進本部の設置（平成 7年８月）



● 市長フォーラム等開催一覧

● 全国都市問題会議開催一覧（第 60～ 79回）

開催日
平 15 . 4 . 9
平 15 . 10 . 1

平 16 . 4 . 14
平 16 . 11 . 10

平 17 . 4 . 13

平 17 . 7 . 5
平 17 . 11 . 9
平 18 . 4 . 11
平 18 . 11 . 15
平 19 . 4 . 10
平 19 . 11 . 14
平 20 . 11 . 12
平 21 . 11 . 19
平 22 . 11 . 17
平 23 . 6 . 7
平 23 . 11 . 16
平 24 . 6 . 5
平 24 . 11 . 14
平 25 . 6 . 4
平 25 . 11 . 13
平 26 . 6 . 3
平 26 . 11 . 12
平 27 . 6 . 9
平 27 . 11 . 11
平 28 . 6 . 7
平 28 . 11 . 16
平 29 . 6 . 6
平 29 . 11 . 15

テ　ー　マ
税源移譲を伴う都市財政基盤の拡充強化　―都市の財政基盤をどう強めていくか―＊
都市はいかにしてこの危機を克服するか
　―分権時代における都市経営と税源移譲による行財政基盤の強化―＊
分権のための三位一体改革の実現　―自主・自立できる都市税財政基盤の確立を目指して―＊
分権のための三位一体改革と都市自治の確立
　―住民自治による簡素で効率的な都市経営の実現―＊
破綻寸前の国民健康保険をどうするか
　―医療保険制度の一本化を踏まえた国保財政の基盤強化―＊
都市と環境　―美しい日本、持続可能な社会をめざして―＊
地方の改革案に沿った三位一体改革の実現＊
地方の視点による分権型社会ビジョンの構築●
更なる地方分権改革に向けて＊
第二期地方分権改革を展望する　―地方の自立と参画をいかに実現するか―＊
第二期地方分権改革の具体的な戦略●
これからの基礎自治体のありかた＊
都市自治体の地方分権戦略＊
当面の都市自治体を取り巻く諸課題について　―基礎自治体の役割―＊
地方分権改革と都市自治体の果たすべき役割
社会保障改革と税制改革をめぐる課題＊
東日本大震災の復興への歩みと都市自治体に期待すること
大災害への備えと都市防災
観光からまちづくりへ
第 30 次地方制度調査会答申と都市自治体への期待
80 歳エベレスト登頂　―希望の軌跡―
少子化・人口減少社会における都市自治体のあり方
市民スポーツの現状と求められる姿勢（市政）
社会保障制度と都市の展望
東京 2020 五輪　―文化プログラムの全国展開で地域に活力を―
大学と地域社会による人材育成と科学イノベーション
現下の国際情勢
日本の都市社会　―過去・現在・未来―　

開催日
平 10 . 10 . 29
平 11 . 10 . 14
平 12 . 10 . 26
平 13 . 11 . 1
平 14. 10 . 31
平 15. 10 . 30
平 16 . 10 . 28
平 17 . 10 . 6
平 18. 7 . 20
平 19. 10 . 11
平 20 . 10 . 23
平 21 . 10 . 8
平 22 . 10 . 7
平 23 . 10 . 6
平 24 . 10 . 11
平 25 . 10 . 10
平 26 . 10 . 9
平 27 . 10 . 8
平 28 . 10 . 6
平 29 . 11 . 9

テ　ー　マ
長寿社会と都市　―ゆとりと豊かさを実感できるまちづくり―
都市の魅力・活力づくり 　―21 世紀の都市圏と中心市街地―
都市と高度情報化
ボランティアとまちづくり　―市民と行政との協働と市民自治の新展開―
子どもの健やかな成長と都市
誰にもやさしいまちづくり
環境と共生するまちづくり　―多様な主体の協働による美しい都市をめざして―
個性かがやく都市の再生
都市の連携と交流　― まちのちからの活用 ―
分権時代の都市とひと　―地域力・市民力―
新しい都市の振興戦略　―地域資源の活用とグローバル化―
人口減少社会の都市経営　―人・まち・環境 持続可能な社会への転換に向けて―
都市の危機管理　―協働・参画と総合対策―
都市の魅力と交流戦略　―地域資源×公共交通＝地域活性化―
都市の連携と新しい公共　―東日本大震災で見えた『絆』の可能性―
都市の健康　―人・まち・社会の健康づくり―
都市と新たなコミュニティ　―地域・住民の多様性を活かしたまちづくり―
都市の魅力づくりと交流・定住　―人口減少社会に立ち向かう 連携の地域活性化戦略―
人が集いめぐるまちづくり　―国内外にひらかれた都市の活力創出戦略―
ひとがつなぐ都市の魅力と地域の創生戦略　―新しい風をつかむまちづくり―

開催地
大津市
松江市
長野市
宮崎市
佐世保市
高山市
名古屋市
高松市
札幌市
静岡市
新潟市
熊本市
神戸市
鹿児島市
盛岡市
大分市
高知市
長野市
岡山市
那覇市

回
60
61
62
63
64
65
66
67
68
69
70
71
72
73
74
75
76
77
78
79

※開催日程は、すべて 2日間市長フォーラム「税源移譲を伴う都市財政基盤の拡充強化」
（平成 15年 4月）

平成 29年度刊行物

市長フォーラム

開催日
平 18 . 6 . 5
平 19 . 6 . 5

テ　ー　マ
「美しい日本をめざそう」　―私たちの心を荒廃させる不法投棄は許さない―＊
「美しい日本をめざそう」　―各都市のごみ不法投棄対策とリサイクル制度について―＊

開催日
平 29 . 11 .16

テ　ー　マ
子どもたちのために、今、緊急に求められていること●

開催日
平 20 . 6 . 3
平 21. 6 . 2
平 22 . 6 . 8

テ　ー　マ
わが都市（まち）のエコ　―地域からの実践― ●
地球環境保全に向けた都市の実践　―アクト・ローカリー 2009―＊
地球環境保全対策と都市自治体の対応

「全国ごみ不法投棄監視ウィーク」推進フォーラム

環境フォーラム

全国市長会子ども・子育てフォーラム

● 全国都市の現状

合計
1,741 団体

全国人口
127,907,086人

100％

全国面積
377,973.89km2

100％

市
791

特別区
23

町
744

村
183

都市人口
116,758,406人

91.3%

町村人口
11,148,680人

8.7%

都市面積
217,473.27km2
57.54%

町村面積
160,866.38km2
42.56%

基礎自治体数 全国人口と都市人口 全国土面積と都市面積

都市数の変遷

明
治
22
年
4
月

【
市
制
町
村
制
施
行
】

明
治
31
年
5
月

【
関
西
各
市
聯
合
協
議
会

が
発
足
、
24
市
が
参
加
】

昭
和
5
年
5
月

【
全
国
市
長
会
に
改
称
】

昭
和
22
年
5
月

【
地
方
自
治
法
施
行
】

昭
和
30
年
4
月

昭
和
40
年
4
月

昭
和
50
年
4
月

昭
和
60
年
4
月

平
成
2
年
4
月

平
成
12
年
4
月

【
地
方
分
権
一
括
法
施
行
】

平
成
17
年
4
月

平
成
22
年
3
月

平
成
30
年
4
月

特別区

市

平成 30年 4月 1日現在 （ 平成 29年 10 月 1日現在の「平成 29年全
国都道府県市区町村別面積調」を基に算出）

814

※ 境界未定地域を除いているため都市面積と町村
面積の合計は全国面積と一致しない

※ 境界未定地域を含む自治体の面積は、「平成 29
年全国都道府県市区町村別面積調」に記載の「参
考値」を採用した

809762
694

655651643
560

488

205
109

4731

（無印＝講演会、＊＝パネルディスカッション、●＝講演会・パネルディスカッション） （ 「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世
帯数（平成 29年 1月 1日現在）」を基に作成）
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歴 代 会 長

● 事務総長
氏　名

菊 山　嘉 男
達 林　正 吉

〃
大 野　連 治
越 村 安太郎
幸 島　禮 吉
後 藤　　 博
山 野　幸 吉
亀 谷　禮 次
小 林　悦 夫
秋 本　敏 文
鈴 木　正 明
芳 山　達 郎
荒 木　慶 司

初代
東　　前　豊

第 2代
神 戸　正 雄

第 3・6・9・12代
金刺不二太郎

第 17代
中 井　一 郎

第 18代
中 村　時 雄

第 19代
石　井　　亨

第 20代
桑 原　敬 一

第 21代
増 山　道 保　

第 24代
高 秀　秀 信

第 23代
赤 崎　義 則

第 22代
栗　原　　勝

第 29代
松 浦　正 人

第 28代
森　　民　夫

第 27代
佐 竹　敬 久

第 26代
山　出　　保

第 25代
青　木　　久

第 10代
髙 山　義 三

第 8代
高 田　富 與

第 7代
原口　忠次郎

第 5代
中 井　光 次

第 4代
塚　本　　三

第 16代
岡 﨑　平 夫

第 15代
平 山　博 三

第 14代
渡邉　浩太郎

第 13代
中　馬　　馨

第 11代
降 旗　徳 弥

氏　名
東 　　前 豊
神 戸　正 雄
金刺不二太郎

〃
塚 本　　 三
岡 崎　榮 松
中 井　光 次
金刺不二太郎
原口　忠次郎
高 田　富 與
金刺不二太郎
髙 山　義 三
降 旗　徳 弥
松 尾　吾 策
金刺不二太郎

就任年月日
昭 22 . 6 . 5
昭 22 . 11 . 15
昭 25. 1 . 19
昭 25 . 6 . 22
昭 27 . 5 . 22
昭 27 . 8 . 26
昭 27 . 11 . 20
昭 29 . 6 . 18
昭 31 . 6 . 21
昭 32 . 6 . 27
昭 33 . 6 . 27
昭 36 . 6 . 16
昭 39 . 6 . 26
昭 44 . 3 .10
昭 44 . 6 . 27

退任年月日
昭 22 . 11 . 15
昭 25 . 1 . 6
昭 25 . 6 .22
昭 27 . 5 . 22
昭 27 . 8 . 25
昭 27 . 11 . 20
昭 29 . 6 .18
昭 31 . 6 . 21
昭 32 . 6 . 27
昭 33 . 6 . 27
昭 36 . 6 . 16
昭 39 . 6 . 26
昭 44 . 3 . 9
昭 44 . 6 . 27
昭 45 . 6 .26

代
1
2

会長代理
3
4

会長代理
5
6
7
8
9
10
11

会長代理
12

都市名
岐 阜 市
京 都 市
川 崎 市
〃

名古屋市
仙 台 市
大 阪 市
川 崎 市
神 戸 市
札 幌 市
川 崎 市
京 都 市
松 本 市
岐 阜 市
川 崎 市

氏　名
中 馬　　 馨
大 野　元 美
浜 森　辰 雄
渡邉　浩太郎
平 山　博 三

〃
井 伊　直 愛
岡 﨑　平 夫
宇治田　省三
中 井　一 郎
大 武　幸 夫
中 村　時 雄
白 地　照 彦
石 井　　 亨
桑 原　敬 一

就任年月日
昭 45 . 6 . 26
昭 46 . 11 . 12
昭 47 . 4 . 26
昭 47 . 6 . 29
昭 50 . 5 . 2
昭 50 . 6 .27
昭 54 . 5 . 1
昭 54 . 6 .15
昭 58 . 5 . 1
昭 58 . 7 . 14
昭 60 . 2 . 18
昭 60 . 6 . 6
平 3 . 5 . 2
平 3 . 7 . 4
平 5 . 6 . 4

退任年月日
昭 46 . 11 . 8
昭 47 . 4 . 25
昭 47 . 6 . 29
昭 50 . 5 . 1
昭 50 . 6 . 27
昭 54 . 4 . 30
昭 54 . 6 . 15
昭 58 . 4 . 30
昭 58 . 7 . 14
昭 60 . 2 . 17
昭 60 . 6 . 6
平 3 . 5 . 1
平 3 . 7 . 4
平 5 . 6 . 4
平 7 . 6 . 8

代
13

会長代理
会長代理
14

会長代理
15

会長代理
16

会長代理
17

会長代理
18

会長代理
19
20

都市名
大 阪 市
川 口 市
稚 内 市
新 潟 市
浜 松 市
〃

彦 根 市
岡 山 市
和歌山市
小田原市
福 井 市
松 山 市
柳 井 市
仙 台 市
福 岡 市

氏　名
増 山　道 保
栗 原　　 勝
河 村　憐 次
赤 崎　義 則
高 秀　秀 信
原　　　　曻
青 木　　 久
山 出　　 保
佐 竹　敬 久
藤 代　孝 七
森　　 民 夫
松 浦　正 人

〃

就任年月日
平 7 . 6 . 8
平 9 . 6 . 4
平 11 . 5 . 1
平 11 . 6 . 9
平 13. 6 . 7
平 14 . 4 . 10
平 14. 6 . 6
平 15 . 6 . 12
平 19 . 6 . 6
平 21 . 2 . 25
平 21 . 6 . 3
平 28 . 9 . 7
平 29. 6 . 7

退任年月日
平 9 . 6 . 4
平 11 . 4 . 30
平 11 . 6 . 9
平 13. 6 . 7
平 14 . 4 . 7
平 14. 6 . 6
平 15 . 6 . 12
平 19 . 6 . 6
平 21 . 2 . 24
平 21 . 6 . 3
平 28 . 9 . 6
平 29. 6 . 7
現　職

代
21
22

会長代理
23
24

会長代理
25
26
27

会長代理
28

会長代理
29

都市名
宇都宮市
浜 松 市
下 松 市
鹿児島市
横 浜 市
岸和田市
立 川 市
金 沢 市
秋 田 市
船 橋 市
長 岡 市
防 府 市
〃

● 歴代会長 ● 

※昭和 51年 6月 29日までは事務局長
※ 昭和 23年 5月 6日から同年 10月 10日までは、常務理事の
　阿南常一氏が事務局長を兼務

備　考

事務局長心得

事務局長心得

就任年月日
昭 23. 10 . 10
昭 25 . 6 . 26
昭 25 . 11 . 30
昭 28 . 4 . 4
昭 37 . 2 . 7
昭 37 . 7 . 27
昭 37 . 9 . 1
昭 50 . 10 . 2
昭 57 . 9 . 1
平 元 . 2 . 1
平  8 . 10 . 15
平 14 . 2 . 8
平 19 . 8 . 1
平 25. 3 . 1

退任年月日
昭 25 . 6 . 13
昭 25 . 11 . 30
昭 28 . 4 . 4
昭 37 . 2 . 7
昭 37 . 7 . 27
昭 37 . 9 . 1
昭 50 . 10 . 2
昭 57 . 9 . 1
平 元 . 1 . 31
平  8 . 10 . 14
平 14 . 2 . 7
平 19 . 7 . 31
平 25. 2 . 28
現　職 ※ 会長の任期は会則の改正（昭和 51年 6月 29日付）により昭和 52年

通常総会における選出会長から 2年となる

120 年のあゆみ
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昭和 23.5.6 ～昭和 24.4.30（霞が関）
旧人事院ビル 3階に事務局（常設）を設置

昭和 24.5.1 ～昭和 25.1.17（日比谷）
市政会館 5階に事務局を移転

昭和 25.1.18 ～昭和 28.6.14（平河町）
千代田区平河町 2-6 に全国市長会館を建設。現在は、日本都市セン
ターと麹町中学校の敷地の一部となっている

昭和 28.6.15 ～昭和 41.10.2（九段）
千代田区九段 4-14 の旧偕行社ビルを全国都市会館とし、1階等を事務所、
3～ 5階部分を宿泊施設として使用

昭和 56.1.26 ～
千代田区平河町 2-4-2 にギリシャの都市
国家ポリスのイメージを意図した新会館
を建設

全国市長会全国市長会全全全全全国国国国国国市市市市市長長長長長会会会会会全全全全全全全全全全全全全全全全国国国国国国国国国国国国国国国国国市市市市市市市市市市市市市市市市長長長長長長長長長長長長長長長長長長会会会会会会会会会会会会会会会
（（（ 事事事事事 務務務務務務 局局局局局 ）））（（（（（（（（（（ 事事事事事事事事事事事事事事事事事事 務務務務務務務務務務務務務務務務務 局局局局局局局局局局局局局局局 ）））））））））
ののののの 変変変変変変 遷遷遷遷遷遷のののののののののののののの 変変変変変変変変変変変変変変変変変変 遷遷遷遷遷遷遷遷遷遷遷遷遷遷遷遷遷遷遷遷

昭和 41.10.3 ～昭和 53.9.10
現在地（平河町）にあった旧帝国石油ビルを全国都
市会館とし、1、2階を事務局に使用。この建物は、
戦前、民間のホテル

120 年のあゆみ
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